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はしがき

十勝は，日本の食料基地であり，フードシステムの集積した地域であることを，

産業連関表を作成することによって数量的に明らかにしたのが昨年度の研究成果

である．食料は，近年とくに注目されているように，安全に作られ，消費者が安

心して消費できるようでなければならない．食料基地たる十勝は，このような食

料を生産するべきである．

しかし，それだけでよいのだろうか．安全・安心な食料を消費者に提供する場

所は，まず，「きれいなところ」でなければならないであろう．衛生管理の行き届

いた食品工場は HACCP の承認を受けるようになってきているが，工場の中だけ

がきれいでも，立地している地域のイメージがよくなければ，せっかくの HACCP
工場も台なしである．また，安全・安心なものを作っているからといって，資源

を無駄づかいしてはならないであろう．そうであれば，安全・安心なものを再生

産し続けることはできないし，短期的にできたにしても，将来，そのツケが必ず

回ってくるであろう．

生産とは，モノを作り，それを売れば終り，というものではない．作ったあと

にでる廃棄物をきちんと始末してこそ，生産は完結する．20 世紀の生産物はその

意味で半製品であった．それを長く続けてきたツケが，今世紀に循環型社会とい

う宿題を与えたのである．十勝のフードシステムも，その例外ではない．むしろ，

地域が一丸となって，循環型地域社会システムを構築し，そのシステムの中で，

安全・安心な食料を作り続けることを，十勝は考えなければならない．われわれ

はこのような問題意識のもとにこの研究を開始したが，この報告書はそのための

ファースト・ステップである．

この研究を進めるにあたり，帯広市清掃事業課，クリリン・センター，リサイ

クル・プラザ，株式会社北海道エコシス，十勝管内町村の清掃事業担当者の方々

には，資料収集，情報収集の面で協力していただいた．感謝の意を表する次第で

ある．

2003 年 3 月 30 日

研究代表者

帯広畜産大学 伊藤 繁
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第１章 循環型社会と廃棄物統計

1. 循環型社会と地域社会

2000 年は循環型社会づくり元年と呼ばれている．この年の 6 月に循環型社

会基本法が施行された．すでに施行されていた廃棄物処理，リサイクルに関す

る個別法とともに，大量生産，大量消費，大量廃棄からの脱却を図り，環境へ

の負荷が少ない社会を目指す法整備が整ったからである．

循環型社会の形成を目指すための，わかりやすい標語は 3 つの R,すなわち

3R 原則である．これは Reduce（減量化），Reuse（再使用），Recycle（再資源

化）の頭文字をとったものである．しかし，これらは並列的な関係にあるので

はなく，まず廃棄物の減量化を実践し，次に再使用，そして再資源化を考え，

残りは無害化後埋め立て処分するという意味である．減量化には消費者の生活

の仕方だけでなく，供給される財の特性がかかわっている．再使用，再資源化

には生産技術だけでなく，需要する消費者のし好が影響している．したがって

循環型社会の形成には，生産側も消費側も一丸となって取り組むべきである．

ここで，循環型社会の形成というのは，きわめて地域社会の問題であるとい

うことを認識することが重要である．廃棄物は，3R の努力をしても，処分す

べき量は必ず残る．それは地域的に処分しなければならない．廃棄物問題が表

面化したのは，1980 年代に首都圏のごみを遠隔地に運んだことが引き金となっ

ている．現在では，富士山麓が産業廃棄物の捨て場になりつつあるように，問

題はさらに悪質化し緊急を要する課題なのである．今や，行政による規制や監

視だけでは克服しがたい問題となりつつある．ごみの収集方法，焼却方法の経

済性を考慮すると，地域を超えて処分するものは特殊なものに限られるから，

ごみを効率的に処理するためには，地域の住民が一定のルールに従って行動す

ることが不可欠である．そのために規制や監視を強化するよりも，地域におけ

る発生・排出主体の相互理解に基づいて 3R 原則をみたすような廃棄物処理シ

ステムを構築することが，長期的にはより効率的（費用節約的）であるだろう

し，地域運営のほかの側面にも影響を及ぼすであろう．

十勝地域では，上記の一般論に加えて，もう 1 つの要因が深くかかわってい

る．十勝の産業基盤は農業である．循環型社会における農業のあり方として，

しばしば環境保全型農業が指摘される．畜産は十勝の農業基盤の主要な構成要

素であるが，近年地下水汚染問題が明らかになったように，環境保全の視点か

ら早急の解決が望まれる．しかし，農業は公害だけでなく多面的機能を持つ面



もある．この多面的機能も公共財の一種であり，地域レベルで保全すべきもの

である．つまり，循環型地域社会とは，農業から発生する廃棄物が環境に与え

る負荷を軽減し，同時に農業の多面的機能を維持・改善できるような農業を基

盤とする必要がある．これを土台としたフードシステムもまた，循環型地域社

会の主要部門として，廃棄物処理システム構築の担い手になってしかるべきで

あろう．

2．廃棄物の経済学1) 

 
廃棄物とは何か．経済学では，生産され，消費に用いられる財をグッズとい

う．消費者は，グッズの消費から何らかの便益，ないしは効用を得ている．消

費者はこのような財に対して，財の入手と引き換えに価格を支払う．これに対

し，バッズとは，処分せずに廃棄すると，他者に迷惑がかかるような財である．

この場合，迷惑とは廃棄物を除くのに他者が費用を負担しなければならないこ

とを意味する．

例をあげて説明しよう．ある人の洗濯機が不用になったとする．使わない洗

濯機はその人にとってじゃま，すなわち不効用あるいはマイナスの便益をもた

らす．そこで，それを隣人の庭に投棄したとする．捨てた人は廃棄物を処分し

たことから，何らかの便益を享受する．しかし，隣人はその洗濯機からマイナ

スの便益を受けることになる．隣人がそれを処分するのに費用をかけたとする

と，もともとの持ち主である人は費用を負担せずに便益を享受したのに対し，

隣人は便益を享受していないにも拘らず，費用負担を強いられていることにな

る．これが迷惑の経済的意味である．

人びとが財を購入するのは，購入した財から便益を得ているからである．そ

こには費用負担という行為がともなう．しかし不用になると，その財からマイ

ナスの便益が発生する．マイナスの便益を解消する，つまり，便益を高めるた

めには，財の購入の場合と同様に，費用負担がともなうのである．廃棄物を処

分するための負担を廃棄物単位あたりでみると，マイナスの価格（廃棄物の供

給者が負担）ということになる．これを他者に転嫁すること，あるいは他者に

迷惑をかけることを外部不経済という．

経済学では廃棄物にも需要と供給があると考える．洗濯機の例で，かりに洗

濯機がリサイクル資源として活用できれば業者はそれを購入しようとするか

ら，業者が価格を払うであろう．ところが，不用洗濯機が有り余るほど市場に

出回るようになると，その価格は低下し，しまいには不用洗濯機の所有者が逆

に価格を負担して業者に引き取ってもらうことになる．この場合，不用洗濯機



を簡単に新品に変えられる技術が登場すると，不用洗濯機市場に変化が生じる．

不用洗濯機への需要が増大して，価格はプラスになることもありえるであろう．

このような技術を静脈技術という．

静脈技術とは静脈産業が採用する技術である．廃棄物問題が登場してから，

産業部門をしばしば静脈産業と動脈産業に分けることがある．動脈産業は生産

物を生産する産業であるのに対し，静脈産業は廃棄物を処理する産業である．

そして，動脈産業の生産技術が動脈技術，静脈産業の生産技術が静脈技術であ

る．動脈技術は企業の収益性に応じて採用される傾向があるのに対し，静脈技

術は企業の費用を増大させるため，自主的に導入されにくい傾向がある．そこ

で，規制による技術の開発・導入が必要となり，政府や自治体がそこに関与す

ることになる．

循環型社会の形成を目指してバイオマスの有効利用が試みられているが，こ

れも静脈技術開発の一例である．十勝のように，フードシステムを基盤とする

地域では，バイオマスの有効利用が不可欠である．将来，資源をうまく利用で

きる技術が登場しても，実際そのような資源がどのくらい地域にあるのかを知

らなければ，技術を採用できないし，そもそもそのような技術の開発すらおぼ

つかないであろう．よって，まず知るべきは，廃棄物あるいは潜在的資源が今

どのくらいあるか，ということである．

3. 廃棄物の統計

社会の動向をマクロ的にみようとする場合，その目的にかなった統計がある

と非常に便利である．しかし，廃棄物についてそのような統計はまだ作成され

ていない．現在，政府や自治体から公表されているのは，業務に関する資料を

統計として整理したもので，いわゆる業務統計である．これを北海道・十勝を

対象として説明しよう．

廃棄物処理法における廃棄物とは，自ら利用すること，あるいは他人に有償

で譲り渡すことができないために不用になったものである．この廃棄物は産業

廃棄物と一般廃棄物に区別される．産業廃棄物とは，事業活動にともなって生

じた燃えがら，汚泥，ふん尿などの廃棄物 19 種類を指す（その他と輸入もの

を含めると 21 種類）．一般廃棄物は産業廃棄物以外の廃棄物で，さらに家庭系

ごみと事業系ごみ（オフィスや飲食店から排出）に分けられる．一般廃棄物は

市町村に処理責任があり，市町村の担当部署がその業務を遂行するにあたって，

処理した廃棄物に関する統計を作成しているわけである．一方，産業廃棄物の

処理責任は排出事業者であるが，監督責任は基本的に都道府県にあるため，そ



の業務の一環として統計を公表している．しかしこの統計はごく概括的なもの

といわざるを得ない．より詳細なデータについては，例えば北海道の場合，民

間の調査機関に依頼しているという状態である．

いずれの統計においても，ごみ質（ごみの種類別）の調査は統計作成主体に

任せられている．廃棄物に関する統計情報としては，廃棄物の総量のみならず，

ごみ質，リサイクル量，排出主体別，地域別などの属性別数量を知りたいとこ

ろである．しかも，それらを継続的に知りうることが重要である．そうするこ

とによって，我々は廃棄物量が社会，経済の変化とともにどのように変動する

かを把握することができる．さらに，政策の効果，潜在的なリサイクル資源の

存在量，ごみ質の変化などを把握できるから，それによって新たな対策や新た

な静脈技術の必要性を考えることができよう．

4. 本研究の目的

本研究は，循環型地域社会を構築するための基礎的な情報を提供すべく，十

勝における廃棄物の統計を作成することを目的とする．われわれは昨年度十勝

の産業連関表を作成したが，その研究を踏まえて，廃棄物の統計もまた産業別

に作成したい．すなわち，どの産業がどの程度廃棄物を排出しているかが明示

できるような形で統計を作成するわけである．さらに，ごみ質についても可能

な限り情報を収集し，産業別，ごみ質別の廃棄物発生量・排出量を推計する．

対象とする廃棄物は，産業廃棄物と一般廃棄物である．

近年都市を対象とした地域では，このような試みが行われている．本研究で

は，十勝という比較的広い地域を対象とし，産業廃棄物と一般廃棄物（家庭系

と事業系）の両者を推計して廃棄物全体の統計量を求めようとしており，この

点で既存の研究とは異なっている．これらの廃棄物は，廃棄物処理法の分類に

したがっているが，その収集方法はそれぞれ異なっている．とくに，産業廃棄

物と事業系一般廃棄物はともに事業活動から排出される廃棄物であるけれど

も，収集方法が違うため統計資料としての記載方法が異なっており，比較しに

くい統計であった．今回われわれは，これらを比較可能な形で表現してみよう

と考えている．

廃棄物統計の作成年次は，情報のそろう 1998（平成 10）年とする．この廃

棄物統計は静脈産業に関するものである．すでに作成した産業連関表は，静脈

部門も含むけれども，主に動脈産業の生産物を明示した統計である．できれば，

動脈産業と静脈産業の統計はセットで，同じ年次について作成することが望ま

しい．そして，その時点をベンチマークとして，定期的にそれらを作成するこ



とにより，十勝という地域がどのように変貌していくかを数量的に把握できる

であろう．これは，人間の健康状態をチェックする人間ドックになぞらえてい

えば，この統計は地域経済活動のドックとでもいうべきものである．動脈と静

脈が相互に円滑に機能してこそ，地域の経済活動も健康なのである．

注

1）本節のより詳細な議論については細田[1]，吉野[2]を参照．

参考文献

[1]細田衛士『グッズとバッズの経済学』東洋経済新報社，1999／2001 年．  
[2]吉野敏行『資源循環型社会の経済理論』東海大学出版会，1996 年， 



第２章 十勝地域における家庭系一般廃棄物発生量の推計

1. 推計対象と基本データ

（1）推計対象

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」によれば，廃棄物は一般廃棄物と産業

廃棄物に分類される．このうち，法的にその種類が規定されているのは産業廃棄

物のみであり，一般廃棄物は「産業廃棄物以外の廃棄物」という形でしか定義さ

れていない．このように，一般廃棄物の概念はやや曖昧だが，家庭から出る生活

系の廃棄物はそのすべてが一般廃棄物と規定されているので，こうした曖昧さは

少なくとも家庭系一般廃棄物については大きな問題とはならないといえる．

さて，家庭系一般廃棄物を量的に把握しようとする際に，最初に問題となるの

は推計対象範囲をどのように限定するかである．一般廃棄物は「し尿・生活雑排

水」と「一般ごみ」，「粗大ごみ」に大別されるが，液状の「し尿・生活雑排水」

に関しては量的把握が困難だと考えられるので本報告書では家庭系・事業系のい

ずれに関しても扱わないことにしたい．また，通常の一般廃棄物とは別枠で捉え

られている「特別管理一般廃棄物（有害性・感染性・爆発性廃棄物）」は，家庭生

活からは基本的に発生しないと考えられるので推計の対象とする必要はないだろ

う．よって，本章が推計対象とする家庭系一般廃棄物は，家庭から発生する生活

系の「一般ごみ」と「粗大ごみ」から構成されることになる．

こうして我々が扱う廃棄物の範囲が限定できたが，次に問題となるのはそれら

廃棄物をどの段階・レベルで計量するかである．一般に，家庭から発生した廃棄

物（し尿・生活雑排水を除く）は図 2－1 に示したようなフローで処理されると

みることができる1)．そして，図に示した各段階・レベルにおいて廃棄物を量的

に把握することが求められているといえる．例えば，廃棄物の最終処分地の確保

が困難となっている昨今では，最終処理量を推計・計量することには大きな意義

があるといえるし，自治体収集量の把握は廃棄物計画の基本である．

このように廃棄物の量的な把握は様々な段階・レベルで求められているが，本

研究では発生段階における廃棄物量の推計・計量を試みる．循環型社会という観

点からは「潜在的に廃棄物となる可能性のある不要物」が総量としてどの程度存

在しているのか，そのうち「資源として循環する量」や「ごみとして処理・処分

される量」がどの程度であるのかという流れを掴むことが重要であり，出発点と

なる不要物・廃棄物発生量の把握が何よりも先決だと考えられるからである．

なお，廃棄物という言葉は「ごみとして処理・処分されるもの」，「自治体その



  ・店頭回収

  ・集団回収

  ・業者回収

  ・不用品交換等

  ・計画処理

  ・自己搬入 ・可燃ごみ
・不燃ごみ
・粗大ごみ

  ・可燃物の焼却

  ・生ごみを庭に埋める

  ・コンポストによる生ごみ処理等，一部再利用，再資源化あり

資料）環境省[1]，日引・有村[5]，松藤・田中[6]，記載のフロー図を参考に筆者作成．

図2－1  家庭系一般廃棄物の発生から処理までのフローモデル

資源ごみ

プレリサイクル
（資源系）
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廃棄物発生

廃棄物排出
自治体収集

自家処理

他に収集・処理・処分してもらうもの」という概念で捉えられることも多く，そ

の場合には「廃棄物の発生量」という言葉自体が必ずしも正確ではないことにな

る．しかし，廃棄物を占有者にとっての「不要物」，ないしは，占有者にとって「使

用価値を持たないもの」といった意味合いで使用するのならば，「家庭で不要であ

り，潜在的にごみとも成りうる資源（有価物も含む）」や「現在は自家処理してい

るが，自治体収集に出すことも可能な不要物」などを廃棄物に含ませることに問

題はないと思われる．

（2）推計の基本データ

次に，この廃棄物発生量を推計するためのデータだが，自己処理が原則である

産業廃棄物とは異なり，一般廃棄物は市町村などの行政責任で処理されることに

なっているので，その量的な把握も一定程度は行われている．十勝でも，例えば

帯広市の場合，帯広市緑化環境部清掃事業課『清掃事業概要』に市内一般廃棄物

の処理量・収集量が記載されているし，同様の量的な把握は他の町村でも行われ

ている．しかし，これらの資料には以下のような問題がある．

第 1 は，廃棄物の量的な概念が我々の推計対象である発生量とは異なることで

ある．図 2－1 によれば，一般廃棄物の発生量は自治体収集量に自家処理量と集

団回収量，店頭回収量，業者回収量などを加算した値になるが，十勝地域の各市

町村が把握しているのは「自治体の廃棄物収集量（＝家庭から処理主体としての



自治体への排出量）」と資源ごみ関連の「集団回収量」のみである．

第 2 は，一般廃棄物全体としての自治体収集量は把握されているものの家庭系

と事業系の内訳が明確でない町村が少なくないことである．

そして，第 3 に，一般廃棄物の質的な把握は基本的に行われておらず，その組

成・種類別の構成比率が不明である点も我々の目的には沿わないといえる．

このように，十勝地域における家庭系一般廃棄物の発生量を―質別は無論の

こと総量に関しても―把握した資料は存在していない．したがって，家庭系一

般廃棄物の発生量を把握するためには入手可能な資料・データを最大限活用しつ

つ推計計算を行うより他はないことになる．具体的な推計手順・方法は次節に譲

ることとし，ここでは本章で使用する基本資料を列記しておこう2)．

［資料 2－1］帯広市緑化環境部清掃事業課『平成 14 年度 清掃事業概要』

［資料 2－2］帯広市緑化環境部清掃事業課『平成 11 年度 組成分析結果』

［資料 2－3］帯広市緑化環境部清掃事業課『平成 14 年度 組成分析結果』

［資料 2－4］帯広市緑化事業部清掃事業課『資源集団回収実施状況及び奨 
励金支給状況調書』

［資料 2－5］家庭系食品廃棄物リサイクル研究会『生ごみリサイクルに関

する消費者アンケート調査』

［資料 2－6］農林水産省統計情報部『平成 13 年度 食品ロス統計調査結果

の概要』

［資料 2－7］北海道環境室循環社会推進課『平成 10 年度 北海道一般廃棄

物処理事業概要』

［資料 2－8］八都県市リサイクルスクエア『生ごみ等の処理及び有効利用

に関する調査報告書』

2. 家庭系一般廃棄物発生量の推計

（1）推計の前提

すでに述べてきたように，家庭系一般廃棄物の発生量に関する情報や資料は十

分には整備されておらず，我々が入手可能なデータは自治体収集量と集団回収量

に限られる．

図 2－1 に示したプレリサイクルの代表例が集団回収であることは事実であり，

しかも，実際に量的把握が可能かつ実施されているのは「集団回収量」のみであ

ることからすれば，その他のプレリサイクル量は少量であるとして無視し，「集団

回収量≒プレリサイクル量」とすることは許されるかもしれない．しかし，排出



量の重要な構成要素である「自家処理量」をまったく考慮しないことには問題が

残る．そこで，本報告書では以下の前提と手順で推計を行うことにする．

① 十勝地域における家庭系一般廃棄物の種類別自治体収集量と集団回収量を推

計する．

② 各種廃棄物のうち，自家処理量が相対的に多量だと考えられる「生ごみ・厨

芥類」に関して自治体収集量からその量を逆算する．

③ その他の廃棄物については自家処理その他に関する情報がほとんどなく，ま

た，「生ごみ・厨芥類」に比べればその量は少ないと考えられるので本研究では

差し当たりこれらは無視しうると仮定する．したがって，本研究では「生ごみ・

厨芥類」以外の家庭系一般ごみについては自治体収集量と集団回収量の合計値

を発生量の近似値として利用することになる（実際に自治体収集量と集団回収

量を加算するのは「資源系のごみ」のみであり，他の可燃ごみその他は自治体

収集量が発生量の近似値になる）． 

④ ここでは，「発生量＝集団回収量＋自治体収集量＋自家処理量」と仮定し，そ

の他の廃棄物量は考慮しない．例えば，山中への不法投棄量や昨今問題となっ

ている公園やコンビニ等のごみ箱への投棄量，潜在的な廃棄物である不要物の

うちリサイクルショップなどに販売された量などは考慮しない．

⑤ 推計計算を行う際の便宜を図るため，本章の以下の部分では，自治体収集量

と集団回収量を合わせたものを，廃棄物の発生者以外の主体によって収集され

る廃棄物量の総計という意味で「総収集量」と呼ぶことにする．

（2）家庭系一般ごみ総収集量（自治体収集量＋集団回収量）の推計

はじめに一般ごみの総収集量を推計しよう．表 2－1 は十勝地域各市町村にお

ける平成 10 年度の一般ごみ自治体収集量と集団回収量を示したものである．こ

のうち，一般ごみの家庭系・事業系内訳が把握可能であったのは 6 市町村のみで

あり，他町村に関してはその内訳を明確に掴むことはできなかった．そこで，こ

こでは次のような手順で十勝地域における家庭系一般ごみの総収集量を推計し，

表 2－2 に示す結果を得た． 

① 集団回収量はすべて家庭から出たものと仮定する．

② 自治体収集ごみの家庭系・事業系内訳が分かっている 6 市町村に関して，家

庭系一般ごみの自治体収集量に集団回収量を加算し，この合計値を当該 6 市町



帯広市 174,458 67,665 44,108 23,557 8,223

音更町 39,268 13,649 10,454 3,195 951

士幌町 7,040 1,859 126

上士幌町 5,934 2,199 152

鹿追町 6,193 2,656 1,971 685 497

新得町 7,538 3,132 122

清水町 11,383 3,529 3,269 260

芽室町 17,805 5,552

中札内村 4,092 745 185

更別村 3,451 524 444 80 145

忠類村 1,856 600

大樹町 6,995 3,141

広尾町 9,500 4,094

幕別町 24,250 7,576 6,263 1,313 574

池田町 9,228 2,926 154

豊頃町 4,545 959

本別町 10,118 3,449 211

足寄町 9,536 4,585 1

陸別町 3,393 1,756 18

浦幌町 7,401 2,181 131

計 363,984 132,777 11,490

  資料）［資料2-1］，［資料2-7]，町村へのヒアリング調査．

    注）帯広市以外で家庭系と事業系の内訳がある町村に関しては，ヒアリング調査結果による．

（単位：トン）

表2-1  十勝地域における一般ごみの自治体収集量と集団回収量

総人口
自治体収集量

集団回収量
総量 家庭系 事業系

  資料）表2-1に同じ．

    注）家庭系の総収集量は「自治体収集量＋集団回収量」だが，

      事業系の収集量は自治体収集分のみである．

表2-2  十勝地域における一般ごみの総収集量（平成10年）

144,267 108,068 36,199

総計 家庭系 事業系

（単位：トン）



村において家庭から収集された一般ごみの総量（総収集量）とする3)．

③ この 6 市町村における家庭系一般ごみ総収集量を 6 市町村の人口と十勝の総

人口で割戻し，十勝地域全体における家庭系一般ごみの総収集量とする．

④ 自治体収集量の総量に集団回収量の総量を加え，そこから③の推計値を差し

引くと十勝全体において事業系一般ごみとして自治体が収集している廃棄物量

も推計できる（集団回収分がすべて家庭から出ていると仮定しているため）． 

（2）家庭系一般ごみの組成

以上で十勝地域全体における家庭系一般ごみの総収集量が推計できた．次に行

うべき作業は，その組成，特に「生ごみ・厨芥類」がどの程度の量を占めるかを

確定することである．この作業が必要となる理由は以下の 2 点である．

第 1 に，“どのような種類の廃棄物がどの程度発生しているのかを可能な限り

正確に把握する”という本研究の基本目的に照らせば，組成を探ることの重要性

はいうまでもない．特に，「生ごみ・厨芥類」以外の一般ごみについては，総収集

量を発生量の近似値として用いるので，その組成を明確にすることには重要な意

味がある．

第 2 に，「生ごみ・厨芥類」に関しては自治体収集量から発生量を推計する必

要があり，ベースとなる自治体収集量を確定するためにもこの作業を欠くことは

できないといえる（なお，念のため付け加えておくが，「生ごみ・厨芥類」，「資源

系ごみ以外の一般ごみ」に関しては集団回収はないので，自治体収集量＝総収集

量となる）． 
表 2－3－1 は，帯広市が年一回行っている家庭系一般ごみ組成分析（自治体収

集分）の結果を利用して平成 9 年から平成 14 年までの平均組成比率を算定し，

その平均組成比率を帯広市の平成 10 年の家庭系一般ごみ量（自治体収集量）に

乗じたものである．ここでは，各種類のごみに関し，組成比率のデータが 6 年分

得られるものについては max と min を除いた刈り込み平均を取り，その他につ

いてはすべての年度の算術平均を計算し，最後に各種類のごみの組成比率の合計

が 100％になるように調整を行った4)．また，表 2－3－2 は帯広市における集団

回収資源ごみの内訳を平成 10 年について重量ベースで示したものである．

ここで，これら 2 つの表を合わせると，表 2－4 の A 欄に示すように帯広市に

おける家庭系一般ごみの種類別構成が重量ベースで得られる．そして，十勝全体

における家庭系一般ごみの組成が帯広市と同様だと仮定すると，十勝全体の種類

別家庭系一般ごみの総収集量が同表の B 欄のように推計されることになる．

以上で，十勝地域全体で収集されている家庭系一般ごみの組成を得ることがで



1. 自治体収集一般ごみ（家庭系）

生ごみ・厨芥類 28.6  ％ 12,611  トン

紙くず 9.7 4,271

木くず類 8.5 3,748

布類 2.2 988

その他可燃物 2.8 1,255

プラスチック計 13.4 5,913

ガラス（破損瓶、化粧瓶、コップ） 0.9 409

陶磁器類 0.1 65

土砂・コンクリート 破片 0.7 306

皮・ゴム製品 1.4 597

有害不燃ごみ 0.1 50

その他（分別不能） 3.0 1,343

ペットボトル 1.8 781

ビン 5.7 2,507

缶 2.6 1,146

金属 2.8 1,226

紙資源 15.6 6,892

合計 100.0 44,108

  資料）［資料2-1］，［資料2-2］，［資料2-3］

    注1）可燃，不燃，資源の区別は平成10年当時のもの．

    注2）一般ごみ排出量は合計44,108トンに組成比率を乗じた推計値．

    注3）可燃ごみとして収集されたごみに含まれる不燃ごみ，資源ごみ

       は，各々，不燃ごみ，資源ごみとしてカウントしている．不燃ご

       み，資源ごみとして収集されたごみに含まれる多種類のごみの扱

       いも同様．

組成比率

表2-3  帯広市における家庭系一般ごみの組成

資
源
ご
み

可
燃
ご
み

不
燃
ご
み

種類別
収集量
推計値

2. 集団回収分

6,468 トン 806 トン 945 トン 4 トン

  資料）［資料2-4］

紙類 金属類 その他ビン類



生ごみ・厨芥類 12,611  トン 26,044  トン

紙くず 4,271 8,820

木くず類 3,748 7,739

布類 988 2,041

その他可燃物 1,255 2,591

プラスチック計 5,913 12,211

ガラス（破損瓶、化粧瓶、コップ） 409 844

陶磁器類 65 134

土砂・コンクリート 破片 306 631

皮・ゴム製品 597 1,232

有害不燃ごみ 50 104

その他（分別不能） 1,343 2,773

ペット 781 1,613

ビン 3,313 6,842

缶 1,603 3,310

金属 1,714 3,540

紙資源 13,360 27,590

その他 4 8

  合計 52,331 108,068

 資料）表2-1，表2-2，表2-3に同じ．

   注1）資源ごみは自治体回収分と集団回収分の合計値．

   注2）表2-2の資源ごみ量と表2-3の資源ごみ量を合計する際には，

      集団回収分の金属の内訳が自治体回収分の缶と金属の構成に等

      しいと仮定している．

A B

表2-4  十勝における種類別家庭系一般ごみ総収集量の推計結果

資
源
ご
み

可
燃
ご
み

不
燃
ご
み

帯広市 十勝

きた．そして，その結果，「生ごみ・厨芥類」以外については発生量の近似値が求

まったことになる．次に，「生ごみ・厨芥類」の総収集量 26,044 トンをベースと

して十勝地域における「生ごみ・厨芥類」の発生量を推計しよう．

（3）生ごみ・厨芥類の自家処理量の推計

「生ごみ・厨芥類」の発生量と総収集量の差は基本的に自家処理量に相当する

といってよい．十勝地域のように農家世帯が多く，他産業賃労働者世帯について

も庭を占有している世帯率が高いと推察されるような地域においては「生ごみ・

厨芥類」の自家処理量は無視できない大きさになるだろう．

さて，「生ごみ・厨芥類」の自家処理方法としては焼却や庭に埋めることなども



考えられるが，これらの自家処理量を直接推計する手がかりとなるような資料は

存在しないと思われる．そこで本報告書では，昨今注目されているコンポストに

よる「生ごみ・厨芥類」の自家処理量に注目した．我々が入手した情報は以下の

ようなものである．

① 十勝の各市町村に対するヒアリングによれば，十勝における助成付コンポス

トの普及台数は平成 10 年度で 13,521 台，そこでは少なくとも 1,195 トンの

「生ごみ・厨芥類」が自家処理されているとみられる5)．その場合，「生ごみ・

厨芥類」発生量の 4～5％が自家処理されている計算になるが，簡易コンポス

トの利用を考えれば，コンポストによる自家処理量はより多いはずである．

② ［資料 2－5］（調査対象は全国）によれば，家庭から発生する生ごみを「コ

ンポストなどの利用によって主に家庭内でリサイクルしている世帯」の比率

が 10.23％，「コンポストなどを利用して主に地域ぐるみの取組としてリサイ

クルしている世帯」の比率が 1.91％であった．ただし，この数字はあくまで

も世帯比率であり，10.23＋1.91＝12.14%の世帯において発生した「生ごみ・

厨芥類」の全量が自家処理ないしは地域ぐるみで再生処理されているわけで

はない．よって，「全国平均的にみて『生ごみ・厨芥類』発生量の 12％程度が

自治体には排出されていない」とまではいえない．

以上の情報に基づき，さらに，「十勝地域ではコンポストの利用率が全国平均よ

り高いであろうこと」，「庭に埋めることや焼却処理なども全国平均よりも進んで

いると考えられること」などを勘案して，本章では，十勝地域では「生ごみ・厨

芥類」の発生量のうち少なくとも 10％程度は自家処理その他に流れており，自治

体には排出されていないものと見積もった．

この結果，十勝地域における「生ごみ・厨芥類」の発生量は 28,938 トン，こ

のうち自治体への排出量は 26,044 トン，自家処理量は 2,894 トンという推計値

が得られることになる．

（4）有害ごみ・粗大ごみ発生量の推計

以上の推計により，十勝地域におけるほとんどの家庭系一般廃棄物に関する推

計作業が完了した．残された廃棄物は粗大ごみ（大型ごみ）と有害ごみである．

これまで推計作業を行ってきた廃棄物が一般ごみであることからすれば，粗大ご

みが手つかずのまま残されていることは容易に理解できるが，「有害ごみの推計作

業が残されている」という点については若干の補足説明が必要だろう．

本章の推計は，帯広市の情報に多くを負っているが，帯広市では「可燃ごみ，



有害ごみ（使用済乾電池・蛍光灯・体温計） 45 20 94 31

粗大ごみ 548 247 1,144 379

  資料）［資料2-1］，表2－1

    注）これらの廃棄物についても収集量が発生量の近似値として利用しうると仮定している．

帯広市 十勝

（単位：トン）

表2－5  有害ごみと粗大ごみの発生量の推計

家庭系 事業系 家庭系 事業系

不燃ごみ，資源ごみとして収集された廃棄物に含まれる有害不燃ごみ」とは別枠

で使用済乾電池や使用済蛍光灯・体温計を「有害ごみ」としてカウントしており，

その分は表 2－1 の自治体収集量には含まれていないのである．

よって，帯広市において家庭から発生する「有害ごみ」の量（混入分除く）を

把握した上で，それをベースにして十勝レベルの「有害ごみ」の量（同）を推計

しなければ，真の家庭系一般ごみ自治体収集量は把握できないことになる．

なお，こうした作業を行う場合，「他町村においても帯広市と同様，自治体収集

ごみに混入している『有害ごみ』とは別カウントの『有害ごみ』が存在し，その

数字は自治体収集量には含まれていない」ことを暗に前提としていることになる

が，この点については調査し切れなかったので，ここではこの前提が妥当なもの

だと仮定する6)．

［資料 2－1］によれば，平成 10 年における「有害ごみ（使用済乾電池・蛍光

灯・体温計）」の自治体収集量は 65 トンである．この値は家庭系と事業系の双方

を含んでいるので，その内訳を推計しなければならないが，適当な按分基準を見

出すことはできなかった．そこで，やや粗いが，帯広市の有害ごみ総量を表 2－2
に示した帯広市の「家庭系一般ごみ総収集量（自治体収集ごみ量＋集団回収量）」

と「事業系自治体収集ごみ量」で按分して帯広市の家庭系有害ごみ（使用済乾電

池・蛍光灯・体温計）収集量を求め，その推計値を総人口比で十勝地域の値に割

り戻すことにする．なお，この種の廃棄物についても総収集量が発生量の近似値

として有効な指標だと仮定する．

また，次章以降において，事業系の「有害ごみ（使用済乾電池・蛍光灯・体温

計）」の発生量も必要となるので，本章において帯広市の推計値を帯広市の自治体

収集事業系ごみ量と表 2－2 で推計した十勝地域の事業系一般ごみ収集量で割り

戻して推計しておくことにする．この結果が表 2－5 の上段である．

次に，粗大ごみについて推計しよう．［資料 2－1］によれば，平成 10 年度にお

ける帯広市の粗大ごみ収集量は 795 トンであり，「有害ごみ（使用済乾電池・蛍



光灯・体温計）」と同様の手順で推計計算を行うと表 2－5 の下段のような結果が

得られる．粗大ごみについては不法投棄や自家処理分，リサイクルショップの利

用が相当あると考えられるので，発生量と収集量の格差は大きいと推察される．

しかし，その間を埋めるための有用情報を掴むことができなかったので，粗大ご

みについても収集量が発生量を一定の精度で写像していると仮定せざるをえなか

った．今後の調査課題である．

（5）十勝地域における家庭系一般廃棄物発生量の推計結果

以上の推計結果を総合すると，平成 10 年度の十勝地域における家庭系一般廃

棄物の種類別発生量が表 2－6 のように得られることになる．完全なものとはい

生ごみ・厨芥類 28,938 トン

紙くず 8,820

木くず類 7,739

布類 2,041

その他可燃物 2,591

プラスチック計 12,211

ガラス（破損瓶、化粧瓶、コップ） 844

陶磁器類 134

土砂・コンクリート 破片 631

皮・ゴム製品 1,232

有害不燃ごみ 198

その他（分別不能） 2,773

ペット 1,613

ビン 6,842

缶 3,310

金属 3,540

紙資源 27,590

その他 8

  粗大ごみ 1,144

  総  計 112,200

 資料）表2-1，表2-2，表2-3，表2-4，表2-5より作成．

   注1）有害不燃ごみは他ごみへの混入分に使用済乾電池・蛍

      光灯・体温計を加えたもの．

   注2）生ごみ・厨芥類以外は総収集量を発生量の近似値とし

      て利用している．

発生量

一

般

ご

み

表2-6  十勝における種類別家庭系一般廃棄物発生量

ごみ種類

資
源
ご
み

可
燃
ご
み

不
燃
ご
み



えないかもしれないが，家庭系一般廃棄物の発生量を種類別に掴もうとした推計

計算はこれまでほとんど行われていないと思われるので，少なくとも概算値とし

ての有用性は高いと考えられる．以下，節を改めて若干の考察を加えておく．

3. 考察

（1）生ごみ・厨芥類の推計結果の信頼性について

本章では家庭系一般廃棄物の中でも「生ごみ・厨芥類」に関して特に気を配っ

た推計計算を行ってきた．そこで，まず「生ごみ・厨芥類」の推計結果の信頼性

を吟味しておくことにしよう．

十勝地域全体における家庭系「生ごみ・厨芥類」の自治体収集量を推計した先

行研究としては，新エネルギー・産業技術総合開発機構北海道支部[3]がある7)．

そこでは，平成 10 年における十勝地域の家庭系「生ごみ・厨芥類」収集量を 4
万 2 千トンと推計している．その積算根拠は札幌市の１人 1 年当たり家庭系生ご

み自治体収集量に十勝の人口を乗じたものであり，1 人 1 年当たり自治体収集量

としては 118.9kg という値が採用されている．

本章における十勝地域の家庭系「生ごみ・厨芥類」総収集量（「生ごみ・仲介類」

については集団回収がないので総収集量＝自治体収集量）の推計結果を前提にす

ると，１人１年当たりの家庭系「生ごみ・厨芥類」収集量は約 72kg になる．こ

こで表 2－7 を参照していただきたい．同表は首都圏を中心とした都市部におい

て，自治体が住民 1 人から１年当たりで収集する家庭系生ごみの量を示したもの

だが8)，その値は概ね 80kg 前後であり，北海道，十勝地域においてコンポスト等

の利用が比較的進んでいるとするならば，我々の推計にはある程度の信頼が置け

るように思われる．

埼玉県 千葉県
東京都
区部

東京都
多摩地域

横浜市 川崎市
神奈川
その他

合計

家庭系生ゴミ量（ｔ/年） 560,003 468,228 556,651 278,369 275,683 118,933 325,046 2,582,913

人口（人） 6,852,526 5,835,952 7,866,558 3,775,333 3,339,594 1,217,359 3,774,446 32,661,768

1人当たり収集量（kg/年） 81.7 80.2 70.8 73.7 82.5 97.7 86.1 79.1

  資料）［資料2－8］

表2－7  都市部における家庭系生ごみの自治体収集量



また，本章では，家庭から発生する「生ごみ・厨芥類」のうち，自家処理等に

まわされ自治体には収集されない量の比率を発生量の 10％と見積もっている．こ

うした値を前提にすれば，十勝地域における 1 人 1 年当たりの「生ごみ・厨芥類」

発生量は 80kg になる．ここで，表 2－7 の調査対象である都市部において「生ご

み・厨芥類」の自家処理などがあまり進んでいないとするならば，そうした地域

では「生ごみ・厨芥類」の発生量≒自治体収集量とみなせることになる．

その場合，「十勝の発生量（kg/人・年）≒ 都市部の自治体収集量（kg/人・年）」

という結果は「十勝の発生量（kg/人・年）≒ 都市部の発生量（kg/人・年）」と

読み替えることができるので，発生量に占める自治体に収集されない量の比率

10％という見積もりも概ね妥当と判断できるのではないだろうか．

（2）資源系ごみの未回収分について

資源ごみの一部は収集形態としては可燃ごみ，不燃ごみとして収集されており，

実際には再使用・再資源化されていないものも少なくない．本来資源ごみとして

自治体や集団回収業者に収集されるべき資源性の廃棄物のうち，可燃ごみや不燃

ごみに混入されている量の比率を表 2－8 に示したが9)，決して無視できるような

値ではなく，今後，さらに分別を徹底する必要である．

なお，ここでいう資源ごみは平成 10 年当時の分類である．平成 15 年より紙容

器やプラ容器なども資源ごみ扱いされることになったが，「それらが通常の可燃ご

みや不燃ごみと区別しにくいこと」，「既に分別収集が一定期間を過ぎており，形

態的にも他のごみと区別しやすい PET ボトル，缶，金属，新聞などの分別率が

決して高くないこと」などを鑑みれば，紙容器．プラ容器が適切に分別されるよ

P E T
ボトル

びん 缶 他金属 紙資源

平成11年 32.8% 26.5% 31.7% 16.7% 39.4%

平成12年 11.9% 15.7% 13.8% 46.0% 66.2%

平成13年 5.2% 19.8% 16.1% 95.7% 18.1%

平成14年 21.8% 30.5% 27.7% 88.8% 49.6%

平均 ① 17.9% 23.1% 22.3% 61.8% 43.3%

一般ごみに含まれる資源性ごみの量（平成10年） ｔ ② 781 2,507 1,146 1,226 6,892

     うち，可燃・不燃ごみに混入されている量 ｔ ③：①×② 140 580 256 758 2,987

集団回収による資源ごみ量 ｔ ④ - 806 457 488 6,468

総資源ごみに占める非回収資源ごみの比率 ⑤：③/（②+④） 17.9% 17.5% 16.0% 44.2% 22.4%

  資料）［資料2－3］，［資料2－4］，［資料2－5］

一般ごみに含まれる資源性
ごみのうち可燃・不燃ごみに

混入されている量の比率

表2－8  資源ごみとして回収されない資源性ごみの比率（帯広市）



うになるには，より長い期間が必要かもしれない．

（3）その他

最後に，本章の推計結果を利用する際に留意すべき点を整理しておこう．まず

第 1 に，繰り返し述べてきたように，本章の推計では「生ごみ・厨芥類」以外の

家庭系一般廃棄物については総収集量が発生量の近似値として有効に機能しうる

と仮定している．しかし，発生量と総収集量は実際には一致しないのであり，こ

の間を埋めるような情報を入手する努力を継続しなければならない．

第 2 に，本章の推計ではモラルハザードは考慮していない．十勝地域には帯広

市をはじめとして，家庭系一般廃棄物の自治体収集は無料だが事業系一般廃棄物

については手数料を徴収する町村がいくつか存在している．よって，事業系一般

廃棄物を家庭系一般廃棄物として出す事業所は少なからず存在するはずであり，

その場合には，ここで推計した家庭系一般廃棄物の自治体収集量は過大推計とい

うことになる．

第 3 に，本章では帯広市の集計結果に多くを負った推計計算を行ってきたが，

こうした推計手順はいうまでもなくベストのものではない．廃棄物関係の統計資

料が未整備であること，廃棄物の統計的な把握が困難であることはしばしば指摘

されているが10)，手をこまねいてばかりいるわけにはいかない．自治体レベルで

情報収集・統計整備を進める必要があるし，そうした把握を助けるための枠組み

作り，制度作りについて研究する必要があろう．

注

1）松藤・田中[6]，215 頁の図 1，環境省[1]，44 頁，図 1-1-5，日引・有村[5]，114 頁，

図 5-3 を参考に筆者が作成．

2）このうち，資料［2－5］から［2－8］は各作成主体の Web ページで入手した．特に

［資料 2－7］について付け加えておくと，同資料は北海道の全市町村における一般廃

棄物収集量と集団回収量が示されたものであり，現在，同ページに掲載されているのは

平成 12 年度のデータだが，我々はデータ作成主体に直接連絡し，本報告書の推計年次

である平成 10 年度のデータを入手した．また，表記した資料以外にも十勝地域におけ

るコンポストの使用状況や十勝各市町村における一般廃棄物の家庭系・事業系内訳に関

しては関係機関にヒアリング調査を行った結果を活用している．

3）通常，廃棄物（資源系廃棄物）を集団回収に出すという行為は資源ごみを自治体に収

集してもらう（＝自治体に排出する）という行動とは別のものと見なされ，廃棄物量を

カウントする際にも集団回収量は独立して扱われることが多い．しかし，ここでは，ど

のような種類の廃棄物がどの程度の量発生するのかに主眼を置いているので，資源ごみ



として自治体に収集される缶，ビン，紙類などと集団回収で回収される同種のごみをこ

とさら区別する理由はないといえる．また，こうした措置は推計結果にも良好な影響を

及ぼすものと思われる．表 2－1 が示すように，各市町村における集団回収の取り組み

状況は異なる．集団回収が比較的進んでいる地域では自治体が回収する資源ごみの量は

相対的に減るだろうし，逆の場合には相対的に増えると考えられる．さて，本章では表

では，家庭系と事業系が分けられている市町村は比較的集団回収が進んでいるが，その

場合に，それら市町村の家庭系一般ごみ自治体収集量をベースに十勝地域全体の家庭系

一般ごみ自治体収集量を推計すると，その値が実際よりも小さくなる可能性がある．自

治体回収量と集団回収量を足し合わせた値を推計の基礎とすることによって，そうした

バイアスは一定程度回避できるだろう．

4）なお，組成比の検討に当たっては，京都市や大阪市，宇都宮市，東京 23 区などで実

施された組成分析の結果も参照したが，組成に関する地域特性を推計結果に反映させる

ためには帯広市のデータを活用することが最も有効だと判断した．

5）十勝地域で普及しているコンポストの処理能力は 1 台当たり最大で 220kg とされて

おり，我々は実際の処理量が最大可能量の半分程度だと推察して見積もり計算を行った．

6）仮にこうした前提が誤りであるとしても，ここで扱う「有害ごみ」の量そのものが後

に見るように少量であるゆえ，推計方法の欠陥が推計結果の信頼性にもたらす影響は小

さいと思われる．

7）新エネルギー・産業技術総合開発機構北海道支部[3]，50～51 頁を参照．なお，同文

献では「家庭生ごみ排出量」という表現が使われているが，それが意味するところは自

治体が家庭から収集した生ごみの量であり，ここでは同文献中の「排出量」を「収集量」

に読み替えている．

8）この資料についても前注と同様の用語読み替えを行っている．

9）この表は表 2－3－1 を作成する際に入手できる．

10）例えば，松藤・田中[6]，214 頁，羽原・松藤・田中［4］，315 頁，小林雅裕［2］，
83 頁，100 頁などを参照．
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第３章 十勝地域における事業系一般廃棄物発生量の推計

1. 推計方法

一般廃棄物は，家庭系一般廃棄物 (以下，家庭系ごみ )と事業系一般廃棄物 (以
下，事業系ごみ )に区分される．これらの廃棄物の処分過程を見ると，一般廃

棄物は市町村がその固有の事務として収集・処理している．ごみの収集形態に

は，市町村の直営のほか，民間業者が市町村から委託されて行うもの，市町村

の許可を得た処理業者が行うものがある．帯広市の場合，事業系ごみはすべて

市の許可を得た民間業者が収集を行っている 1)．

帯広市緑化環境部清掃事業課 [3]によれば，許可業者によって収集されてい

るまたは自己搬入されている事業系ごみは，2001 年現在 21,139 トンで同年の

ごみ総発生量の 31.3％を占めていることになる．しかし，この資料では，最

終的に自治体に収集される事業系一般廃棄物量は分かるが，他の資源収集業者

などに流れる量は把握できない．また同資料は事業系ごみを可燃物，不燃物，

資源と区分して，それぞれの量を記載しているものの，事業所ごとのごみ発生

量や事業系ごみの組成までは掲載していない．事業系ごみは多様な種類の事業

所から排出され，事業所の種類によってごみの量または組成が異なることを考

えると，帯広市緑化環境部清掃事業課 [3]の情報は制限的なものになる．

さて，ごみの量または組成に関する情報が制限されている中で，事業系ごみ

の量や組成を推計する方法として原単位法による推計方法が考えられる．これ

は，従業者１人当たりごみ発生量と，ごみの組成を定めた上で，それに自治体

全体の活動度を乗じて，事業系ごみ発生量の推計を行う方法である．

原単位法による推計方法を用いて事業系ごみ発生量の推計を行った先行研

究としては羽原等 [8]がある．羽原等は，札幌市が行った「事業系資源ごみ実

態調査報告書」の事業所グループ別の不要物発生原単位とリサイクル率を参照

にしつつ，原単位法による事業系ごみ発生量の推計法を提案している．

本稿では羽原等 [8]が提案している原単位法による推計方法を用いて十勝圏

内における事業系ごみ発生量の推計を行う．ただし，ここでは推計に利用する

資料制約の都合上，原単位法を適用するのは「事業系の一般ごみ」のみである．

事業系の粗大ごみについては第 2 章ですでに推計済みなので，その値を利用

すれば十勝地域における事業系一般廃棄物全体の発生量は容易に求められる

ことになる．



2. 事業系一般廃棄物発生量の推計

（1）原単位法による事業系一般ごみの推計手順

家庭系一般廃棄物と同様に，事業系一般廃棄物も「一般ごみ」と「粗大ごみ」

に大別される．まず，一般ごみに関して原単位法で推計を行うことにしよう．

事業系ごみ発生量と事業系ごみリサイクル量は，羽原等 [8]に提示されている

発生原単位とリサイクル率を利用して以下のように推計する．なお，羽原 [8]
の元データである札幌市 [4]は事業系一般ごみに関する資料であり，粗大ごみ

は含まれていない．ゆえに，粗大ごみについては別扱いする必要がある．

まず，発生量は発生原単位に十勝圏内の活動指標を乗じて求める．次に，リ

サイクル量は発生量にリサイクル率を乗じて求める．上記の推計過程をもっと

詳しく見ることにする．

第 1 に，事業系ごみ発生量の推計についてである．発生量は発生原単位に

十勝圏内の活動指標を乗じて求められるが，ここで十勝圏内の活動指標は総務

省統計局資料 [7]から，産業別の従業者数を使用する．ただし，平成 10 年の産

業別従業者数がないため，総務省統計局資料の平成 8 年と平成 13 年の産業別

従業者数から増減率を計算し，平成 10 年のものを推計して使用する．ここで

注意することは，従業者数を確定するにあたって雇用形態を勘案する必要があ

ることである．すなわち，正社員とパート・アルバイトまたは臨時雇用者との

間には労働時間の面で違いがあるから，その点を勘案して従業者数を確定しな

ければならない．そこで本章では，十勝圏内の従業者数を確定するにあたって，

パート・アルバイトまたは臨時雇用者の労働時間を考慮し，調整を行った上で

従業者数を確定した．調整過程をみると以下の通りである．

まず，従業者数の中でパート・アルバイトまたは臨時雇用者は何人いるのか

を把握するために，十勝圏内の雇用形態を確定する必要がある．本章では十勝

圏内の雇用形態別従業者数を確定するために，北海道の雇用形態別従業者数の

割合を用いた 2）．北海道の雇用形態別従業者数と割合をみたのが，表 3－1 で

ある．同表には従業者数が多い産業を選択して示した．そして，十勝圏内の雇

用形態別従業者数は，十勝圏内の従業者数に北海道の雇用形態別従業者数の割

合を乗じて推計した．それを示したのが，表 3－2 である．この表でもわかる

ように，雇用形態別にみると，従業者数の中にはパート・アルバイトまたは臨

時雇用者が多数含まれていることがわかる．

次に，パート・アルバイトまたは臨時雇用者の労働時間を考慮して従業者数

の調整を行うために，本稿では全労連 [6]から調整係数を計算して利用した（表

3－3 参照）．すなわち，表 3－2 の十勝圏内雇用形態別従業者の中で，正社員



表3-1 北海道の雇用形態別従業者数と割合 （単位：人）

総数 個人業主 無給家族 有給役員 臨時雇用者
正社員 以外

A～M 全産業 2,683,150 119,382 31,875 196,213 2,204,338 1,551,556 652,782 131,342

A～L 全産業(M公務を除く) 2,550,264 119,382 31,875 196,213 2,072,812 1,428,830 643,981 129,982

A～C 農林漁業 38,806 0 0 5,508 28,801 19,165 9,636 4,497

D 鉱業 6,672 8 4 711 5,756 4,983 772 194

E 建設業 317,967 6,058 1,781 42,611 245,536 178,972 66,564 21,981

製造業 273,941 3,517 1,397 19,357 237,201 164,987 72,214 12,468

12 食料品製造業 101,123 881 480 5,271 86,660 39,592 47,068 7,832

16 木材･木製品製造業(家具を除く) 18,559 210 85 1,568 16,102 13,902 2,200 595

17 家具･装備品製造業 10,125 525 185 1,381 7,858 6,874 985 175

18 パルプ･紙･紙加工品製造業 10,473 30 11 292 9,976 9,199 777 163

19 出版･印刷･同関連産業 22,836 494 187 2,465 19,057 16,291 2,766 633

25 窯業･土石製品製造業 17,429 73 33 1,384 15,360 11,297 4,063 578

28 金属製品製造業 18,654 376 97 2,187 15,546 13,537 2,009 448

29 一般機械器具製造業 11,683 132 43 1,230 10,100 9,316 784 178

30 電気機械器具製造業 15,374 24 5 464 14,511 11,381 3,130 370

G 電気･ガス･熱供給･水道業 15,525 2 0 162 15,181 13,881 1,300 180

H 運輸･通信業 189,487 1,936 430 7,365 172,878 149,632 23,246 6,877

卸売･小売業，飲食店 783,319 57,814 17,375 65,628 598,954 329,261 269,694 43,548

49 繊維･衣服等卸売業 10,323 78 27 1,009 8,854 6,194 2,661 354

50 飲食料品卸売業 50,095 624 279 4,792 41,784 29,901 11,883 2,617

51 建築材料，鉱物･金属材料等卸売業 35,967 494 199 4,937 29,630 26,835 2,794 708

52 機械器具卸売業 45,518 194 67 4,100 40,614 37,825 2,789 543

53 その他の卸売業 42,477 659 185 3,880 36,374 29,658 6,717 1,379

54 各種商品小売業 30,682 19 8 161 29,332 11,799 17,534 1,162

55 織物･衣服･身の回り品小売業 32,532 3,120 1,082 4,517 22,581 13,579 9,002 1,232

56 飲食料品小売業 159,699 9,578 4,342 13,238 122,186 38,927 83,259 10,355

57 自動車･自転車小売業 34,063 1,212 472 3,315 28,684 26,714 1,971 379

58 家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 26,167 2,246 968 4,093 18,182 12,507 5,675 678

59 その他の小売業 140,573 7,198 2,621 13,781 108,656 56,538 52,118 8,317

60 一般飲食店 96,679 12,109 4,563 5,426 67,285 21,937 45,348 7,296

61 その他の飲食店 77,650 20,282 2,562 2,314 43,980 16,123 27,857 8,511

J 金融･保険業 77,387 1,082 274 3,228 71,608 64,359 7,248 1,195

K 不動産業 42,858 12,410 2,711 7,354 19,217 14,148 5,069 1,166

サービス業 804,302 36,554 7,903 44,289 677,679 489,442 188,238 37,877

72 洗濯・理容・浴場業 58,897 14,466 2,948 3,617 35,726 20,908 14,817 2,141

74 その他の生活関連サービス業 14,669 1,344 411 1,716 10,190 5,512 4,678 1,008

75 旅館，その他の宿泊所 57,962 2,511 1,191 2,752 47,041 26,343 20,698 4,466

76 娯楽業(映画・ビデオ製作業を除く) 49,090 1,004 263 2,041 38,552 18,310 20,242 7,229

77 自動車整備業 19,703 1,152 421 3,576 14,213 12,908 1,305 340

78 機械・家具等修理業 12,303 1,014 298 1,150 9,567 8,536 1,031 273

79 物品賃貸業 14,514 298 97 1,453 12,057 8,866 3,191 610

82 情報サービス・調査業 18,484 32 4 1,102 16,780 14,737 2,043 565

84 専門サービス業 72,653 7,434 890 6,191 54,927 42,782 12,145 3,211

85 協同組合 29,782 0 0 3,861 24,686 19,666 5,020 1,235

86 その他の事業サービス業 90,656 442 114 2,966 80,219 37,339 42,880 6,915

87 廃棄物処理業 11,075 45 11 963 9,736 8,263 1,472 319

88 医療業 152,855 6,155 1,087 5,153 137,346 115,837 21,510 3,114

90 社会保険，社会福祉 51,894 133 29 505 48,582 34,683 13,899 2,645

91 教育 101,972 100 20 848 98,835 84,347 14,488 2,170

93 宗教 11,304 79 33 4,284 6,666 5,674 992 242

94 政治・経済・文化団体 10,875 0 0 817 9,675 7,511 2,164 384

M 公務(他に分類されないもの) 132,885 0 0 0 131,526 122,726 8,800 1,359
資料：総務省統計局[7]
注：1）平成10年の従業者数値はないので、平成8年と平成13年の従業者数値から増減率を計算し、推計した値である。
    2）常用雇用者欄の以外には、パート、アルバイト、嘱託が含まれる。

従業者数_平成10年(推計)
常用雇用者

F

I

L



表3-1 北海道の雇用形態別従業者数と割合（続き）

総数 個人業主 無給家族 有給役員 臨時雇用者
正社員 以外

A～M 1.000 0.044 0.012 0.073 0.822 0.578 0.243 0.049

A～L 1.000 0.047 0.012 0.077 0.813 0.560 0.253 0.051
A～C 1.000 － － 0.142 0.742 0.494 0.248 0.116

D 1.000 0.001 0.001 0.107 0.863 0.747 0.116 0.029
E 1.000 0.019 0.006 0.134 0.772 0.563 0.209 0.069

1.000 0.013 0.005 0.071 0.866 0.602 0.264 0.046
12 食料品製造業 1.000 0.009 0.005 0.052 0.857 0.392 0.465 0.077

16 木材･木製品製造業(家具を除く) 1.000 0.011 0.005 0.084 0.868 0.749 0.119 0.032
17 家具･装備品製造業 1.000 0.052 0.018 0.136 0.776 0.679 0.097 0.017

18 パルプ･紙･紙加工品製造業 1.000 0.003 0.001 0.028 0.953 0.878 0.074 0.016
19 出版･印刷･同関連産業 1.000 0.022 0.008 0.108 0.835 0.713 0.121 0.028

25 窯業･土石製品製造業 1.000 0.004 0.002 0.079 0.881 0.648 0.233 0.033

28 金属製品製造業 1.000 0.020 0.005 0.117 0.833 0.726 0.108 0.024

29 一般機械器具製造業 1.000 0.011 0.004 0.105 0.865 0.797 0.067 0.015

30 電気機械器具製造業 1.000 0.002 0.000 0.030 0.944 0.740 0.204 0.024
G 電気･ガス･熱供給･水道業 1.000 0.000 － 0.010 0.978 0.894 0.084 0.012

H 運輸･通信業 1.000 0.010 0.002 0.039 0.912 0.790 0.123 0.036

卸売･小売業，飲食店 1.000 0.074 0.022 0.084 0.765 0.420 0.344 0.056

49 繊維･衣服等卸売業 1.000 0.008 0.003 0.098 0.858 0.600 0.258 0.034
50 飲食料品卸売業 1.000 0.012 0.006 0.096 0.834 0.597 0.237 0.052

51 建築材料，鉱物･金属材料等卸売業 1.000 0.014 0.006 0.137 0.824 0.746 0.078 0.020
52 機械器具卸売業 1.000 0.004 0.001 0.090 0.892 0.831 0.061 0.012

53 その他の卸売業 1.000 0.016 0.004 0.091 0.856 0.698 0.158 0.032
54 各種商品小売業 1.000 0.001 0.000 0.005 0.956 0.385 0.571 0.038

55 織物･衣服･身の回り品小売業 1.000 0.096 0.033 0.139 0.694 0.417 0.277 0.038

56 飲食料品小売業 1.000 0.060 0.027 0.083 0.765 0.244 0.521 0.065

57 自動車･自転車小売業 1.000 0.036 0.014 0.097 0.842 0.784 0.058 0.011

58 家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 1.000 0.086 0.037 0.156 0.695 0.478 0.217 0.026
59 その他の小売業 1.000 0.051 0.019 0.098 0.773 0.402 0.371 0.059

60 一般飲食店 1.000 0.125 0.047 0.056 0.696 0.227 0.469 0.075
61 その他の飲食店 1.000 0.261 0.033 0.030 0.566 0.208 0.359 0.110

J 金融･保険業 1.000 0.014 0.004 0.042 0.925 0.832 0.094 0.015
K 不動産業 1.000 0.290 0.063 0.172 0.448 0.330 0.118 0.027

サービス業 1.000 0.045 0.010 0.055 0.843 0.609 0.234 0.047
72 洗濯・理容・浴場業 1.000 0.246 0.050 0.061 0.607 0.355 0.252 0.036

74 その他の生活関連サービス業 1.000 0.092 0.028 0.117 0.695 0.376 0.319 0.069
75 旅館，その他の宿泊所 1.000 0.043 0.021 0.047 0.812 0.454 0.357 0.077

76 娯楽業(映画・ビデオ製作業を除く) 1.000 0.020 0.005 0.042 0.785 0.373 0.412 0.147

77 自動車整備業 1.000 0.058 0.021 0.182 0.721 0.655 0.066 0.017

78 機械・家具等修理業 1.000 0.082 0.024 0.093 0.778 0.694 0.084 0.022

79 物品賃貸業 1.000 0.021 0.007 0.100 0.831 0.611 0.220 0.042
82 情報サービス・調査業 1.000 0.002 0.000 0.060 0.908 0.797 0.111 0.031

84 専門サービス業 1.000 0.102 0.012 0.085 0.756 0.589 0.167 0.044
85 協同組合 1.000 － － 0.130 0.829 0.660 0.169 0.041

86 その他の事業サービス業 1.000 0.005 0.001 0.033 0.885 0.412 0.473 0.076
87 廃棄物処理業 1.000 0.004 0.001 0.087 0.879 0.746 0.133 0.029

88 医療業 1.000 0.040 0.007 0.034 0.899 0.758 0.141 0.020
90 社会保険，社会福祉 1.000 0.003 0.001 0.010 0.936 0.668 0.268 0.051

91 教育 1.000 0.001 0.000 0.008 0.969 0.827 0.142 0.021

93 宗教 1.000 0.007 0.003 0.379 0.590 0.502 0.088 0.021

94 政治・経済・文化団体 1.000 － － 0.075 0.890 0.691 0.199 0.035

M 公務(他に分類されないもの) 1.000 － － － 0.990 0.924 0.066 0.010
資料：総務省統計局[7]
注：1）平成10年の従業者数値はないので、平成8年と平成13年の従業者数値から増減率を計算し、推計した値である。
    2）常用雇用者欄の以外には、パート、アルバイト、嘱託が含まれる。

割合_平成10年(推計)
常用雇用者

全産業

全産業(M公務を除く)

農林漁業

鉱業

建設業

F

製造業

I

L



表3－2 十勝広域市町村圏の従業者数と雇用形態 (単位：人，％)

H8 H13 H10(推計) 増減率 個人業主 無給家族 有給役員 臨時雇用者

正社員 以外

A～M 全産業 169,902 166,857 168,684 -0.36 7,505 2,004 12,336 138,582 97,543 41,039 8,257

A～L 全産業(M公務を除く) 159,839 157,175 158,773 -0.33 7,432 1,984 12,216 129,048 88,956 40,093 8,092

A～C 農林漁業 6,295 6,474 6,367 0.57 0 0 904 4,725 3,144 1,581 738

D 鉱業 573 468 531 -3.66 1 0 57 458 397 61 15

E 建設業 22,978 20,001 21,787 -2.59 415 122 2,920 16,824 12,263 4,561 1,506

製造業 17,323 16,736 17,088 -0.68 219 87 1,207 14,796 10,292 4,505 778

12 食料品製造業 7,183 7,706 7,392 1.46 64 35 385 6,335 2,894 3,441 572

16 木材･木製品製造業(家具を除く) 1,787 1,166 1,539 -6.95 17 7 130 1,335 1,153 182 49

17 家具･装備品製造業 538 432 496 -3.94 26 9 68 385 336 48 9

18 パルプ･紙･紙加工品製造業 388 379 384 -0.46 1 0 11 366 338 29 6

19 出版･印刷･同関連産業 960 981 968 0.44 21 8 105 808 691 117 27

25 窯業･土石製品製造業 1,586 1,317 1,478 -3.39 6 3 117 1,303 958 345 49

28 金属製品製造業 571 639 598 2.38 12 3 70 499 434 64 14

29 一般機械器具製造業 971 775 893 -4.04 10 3 94 772 712 60 14

30 電気機械器具製造業 1,396 1,290 1,354 -1.52 2 0 41 1,278 1,002 276 33

G 電気･ガス･熱供給･水道業 901 788 856 -2.51 0 0 9 837 765 72 10

H 運輸･通信業 10,930 11,173 11,027 0.44 113 25 429 10,061 8,708 1,353 400

卸売･小売業，飲食店 46,638 46,000 46,383 -0.27 3,423 1,029 3,886 35,466 19,497 15,969 2,579

49 繊維･衣服等卸売業 251 227 241 -1.91 2 1 24 207 145 62 8

50 飲食料品卸売業 3,727 2,494 3,234 -6.62 40 18 309 2,697 1,930 767 169

51 建築材料，鉱物･金属材料等卸売業 1,990 1,742 1,891 -2.49 26 10 260 1,558 1,411 147 37

52 機械器具卸売業 1,965 1,837 1,914 -1.30 8 3 172 1,708 1,590 117 23

53 その他の卸売業 1,724 1,634 1,688 -1.04 26 7 154 1,445 1,179 267 55

54 各種商品小売業 1,128 1,866 1,423 13.09 1 0 7 1,361 547 813 54

55 織物･衣服･身の回り品小売業 2,343 2,071 2,234 -2.32 214 74 310 1,551 933 618 85

56 飲食料品小売業 10,163 10,069 10,125 -0.18 607 275 839 7,747 2,468 5,279 657

57 自動車･自転車小売業 2,700 2,520 2,628 -1.33 94 36 256 2,213 2,061 152 29

58 家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 1,583 1,576 1,580 -0.09 136 58 247 1,098 755 343 41

59 その他の小売業 9,031 9,802 9,339 1.71 478 174 916 7,219 3,756 3,463 553

60 一般飲食店 5,626 5,863 5,721 0.84 717 270 321 3,981 1,298 2,683 432

61 その他の飲食店 4,353 4,299 4,331 -0.25 1,131 143 129 2,453 899 1,554 475

J 金融･保険業 4,296 3,866 4,124 -2.00 58 15 172 3,816 3,430 386 64

K 不動産業 1,327 1,482 1,389 2.34 402 88 238 623 459 164 38

サービス業 48,578 50,187 49,222 0.66 2,237 484 2,710 41,473 29,953 11,520 2,318

72 洗濯・理容・浴場業 3,731 3,444 3,616 -1.54 888 181 222 2,193 1,284 910 131

74 その他の生活関連サービス業 944 954 948 0.21 87 27 111 659 356 302 65

75 旅館，その他の宿泊所 3,312 3,248 3,286 -0.39 142 68 156 2,667 1,494 1,174 253

76 娯楽業(映画・ビデオ製作業を除く) 2,899 2,522 2,748 -2.60 56 15 114 2,158 1,025 1,133 405

77 自動車整備業 1,600 1,646 1,618 0.58 95 35 294 1,167 1,060 107 28

78 機械・家具等修理業 678 561 631 -3.45 52 15 59 491 438 53 14

79 物品賃貸業 1,109 999 1,065 -1.98 22 7 107 885 651 234 45

82 情報サービス・調査業 467 495 478 1.20 1 0 29 434 381 53 15

84 専門サービス業 5,132 5,089 5,115 -0.17 523 63 436 3,867 3,012 855 226

85 協同組合 2,922 2,807 2,876 -0.79 0 0 373 2,384 1,899 485 119

86 その他の事業サービス業 4,032 5,344 4,557 6.51 22 6 149 4,032 1,877 2,155 348

87 廃棄物処理業 629 713 663 2.67 3 1 58 582 494 88 19

88 医療業 8,217 8,462 8,315 0.60 335 59 280 7,471 6,301 1,170 169

90 社会保険，社会福祉 3,442 4,514 3,871 6.23 10 2 38 3,624 2,587 1,037 197

91 教育 6,349 6,337 6,344 -0.04 6 1 53 6,149 5,248 901 135

93 宗教 766 733 753 -0.86 5 2 285 444 378 66 16

94 政治・経済・文化団体 558 540 551 -0.65 0 0 41 490 380 110 19

M 公務(他に分類されないもの) 10,063 9,682 9,911 -0.76 0 0 0 9,809 9,153 656 101
資料：総務省統計局[7]
注：1）平成10年の従業者数値はないので、平成8年と平成13年の従業者数値から増減率を計算し、推計した値である。
    2）常用雇用者欄の以外には、パート、アルバイト、嘱託が含まれる。
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従業者数 雇用形態

常用雇用者

表3－3 パート・アルバイトまたは臨時雇用者の調整係数 (単位：％)

建設業 製造業
卸売・小売
業・飲食店

金融保険・
不動産業

運輸・
通信業

サービス業 医療福祉 公務 その他

20時間未満 0.494 0.380 0.547 0.384 0.469 0.519 0.169 0.205 0.439

20時間以上30時間未満 0.250 0.303 0.303 0.329 0.200 0.281 0.241 0.356 0.341

30時間以上 0.250 0.302 0.143 0.285 0.328 0.192 0.572 0.421 0.204

調整係数 0.542 0.568 0.516 0.573 0.559 0.527 0.647 0.620 0.542

資料：全国労働組合総連合会パート・臨時労組連絡会[6]
注：1）男女の割合を加重平均して計算した値である。

2）調整係数の計算の際、三段階区分の時間はそれぞれ、16時間、25時間、31時間に固定して計算した。



表3－4 十勝広域市町村圏の従業者数と調整従業者数 (単位：人)

H10(推計) H10(調整)

A～M 全産業 168,684 145,626
A～L 全産業(M公務を除く) 158,773 136,003
A～C 農林漁業 6,367 5,305
D 鉱業 531 496
E 建設業 21,787 19,008

製造業 17,088 14,806
12 食料品製造業 7,392 5,658
13 食料･たばこ･飼料製造業 628 562
17 家具･装備品製造業 496 471
18 パルプ･紙･紙加工品製造業 384 369
19 出版･印刷･同関連産業 968 906
20 化学工業 196 183
26 鉄鋼業 119 117
29 一般機械器具製造業 893 861
30 電気機械器具製造業 1,354 1,220
31 運送用機械器具製造業 174 163

H 運輸･通信業 11,027 10,254
卸売･小売業，飲食店 46,383 37,406
48 各種商品卸売業 32 31
50 飲食料品卸売業 3,234 2,781
51 建築材料，鉱物･金属材料等卸売業 1,891 1,802
52 機械器具卸売業 1,914 1,846
53 その他の卸売業 1,688 1,532
54 各種商品小売業 1,423 1,003
55 織物･衣服･身の回り品小売業 2,234 1,894
56 飲食料品小売業 10,125 7,253
57 自動車･自転車小売業 2,628 2,540
58 家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 1,580 1,395
59 その他の小売業 9,339 7,396
60 一般飲食店 5,721 4,213
61 その他の飲食店 4,331 3,350

J 金融･保険業 4,124 3,932
K 不動産業 1,389 1,303

サービス業 49,222 42,676
72 洗濯・理容・浴場業 3,616 3,124
73 駐車場業 81 65
75 旅館，その他の宿泊所 3,286 2,612
76 娯楽業(映画・ビデオ製作業を除く) 2,748 2,021
77 自動車整備業 1,618 1,554
78 機械・家具等修理業 631 600
79 物品賃貸業 1,065 933
80 映画・ビデオ製作業 15 13
83 広告業 113 107
85 協同組合 2,876 2,590
86 その他の事業サービス業 4,557 3,373
87 廃棄物処理業 663 612
88 医療業 8,315 7,681
89 保健衛生 340 305
91 教育 6,344 5,854
92 学術研究機関 666 568
94 政治・経済・文化団体 551 490
95 その他のサービス業 423 342

資料：総務省統計局「事業所・企業統計調査報告」
注：雇用形態の中で、正社員以外と臨時雇用者を表3-3の調整係数で調整した値である。
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以外常用雇用者と臨時雇用者数に表 3－3 の調整係数を乗じて，調整を行った．

そして本稿では，調整後の従業者数を十勝圏内従業者数として確定した．それ

をまとめたのが表 3－4 である．

一方，羽原等 [8]に提示されている発生原単位とリサイクル率は事業所ベー

スの従業者１人当たりの単位なので，産業別従業者数を事業所別従業者数に直

す必要がある．そして，羽原等の論文には産業別従業者数を事業所従業者数に

配分する方法も提示しているので，本稿ではその方法に従い配分を行う．なお，

この配分の過程から得られた事業所従業者数の産業別割合は，事業所別の事業

系ごみ推計量を産業別の事業系ごみ推計量に変換させるときに，コンバータと

して利用される．以上の過程から得られた事業所別従業者数に発生原単位を乗

じて，事業所別の事業系ごみ発生量が推計される．そして，先ほどのコンバー

タを利用して，産業別の事業系ごみ発生量が得られる．

第 2 に，事業系ごみのリサイクル量の推計についてである．羽原等 [8]には

ごみ組成別の事業所ベースのリサイクル率が提示されている．本稿ではそのリ

サイクル率を用いて，ごみ組成別の産業ベースのリサイクル量を推計した．リ

サイクル量の推計過程は，以下の通りである．事業所別の事業系ごみ発生量に

事業所ベースのリサイクル率を乗じて，事業所別の事業系ごみリサイクル量を

推計する．次いで，上述したコンバータを利用して，産業別の事業系ごみリサ

イクル量が得られる．なお，札幌市へのヒアリングによれば，ここでいうリサ

イクル量は資源ごみの量，再使用・再資源化を想定しつつ他者へ排出された量

のことである．

（2）一般ごみの推計結果

以上の推計過程で得られた，十勝における事業系ごみ（一般ごみ）発生量と

リサイクル量をまとめたのが，表 3－5 である．十勝圏内の事業系一般ごみ発

生量は 54,999 トンと推計される．

さて，以上と同じ推計法を利用して，北海道全体の事業系一般ごみ発生量と

リサイクル量を推計しまとめたのが，表 3－6 である．北海道全体の事業系一

般ごみ発生量は，890,977 トンと推計された．これから，十勝圏内の事業系一

般ごみ発生量が北海道全体のそれに占める割合は，約 6.2%であることがわか

る．なお，札幌市の事業系一般ごみ発生量（表 3－7 参照）と比較すると，十

勝圏内の発生量は札幌市の 19.1％に相当する量であることがわかった．

表 3－5－3 で示したように事業系一般ごみのリサイクル率は 16.6％にすぎ

ない．組成別に見ると，ガラスびんのリサイクル率が最も高く 44.8％であり，

スチール・アルミ缶の 33.2％がそれに続く．事業系一般ごみ発生量が多い資  



1.事業系ゴミの産業別発生量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 9 379 3,451 122 16 213 3,245 4,043 82 27 3,760 200 15,548

資源系紙類 79 2,382 1,495 1,679 102 1,157 815 8,780 443 147 7,969 1,085 26,134

布類 4 54 9 112 2 11 22 52 4 1 191 11 474

PETボトル 0 7 1 3 0 4 16 29 1 0 45 4 111

プラ系 15 352 623 372 15 146 675 1,372 56 19 1,370 137 5,152

スチール，アルミ缶 4 123 282 67 5 64 114 445 24 8 1,053 60 2,250

その他金属類 1 21 3 29 1 7 30 109 3 1 307 7 520

ガラスびん 2 88 37 32 4 49 192 402 19 6 852 46 1,728

その他ガラス 0 8 4 7 0 4 11 42 1 0 223 4 305

草･木 2 45 8 66 2 15 307 118 6 2 325 14 910

その他 7 123 6 197 5 37 65 247 14 5 1,125 35 1,868

合計 123 3,582 5,919 2,686 154 1,707 5,492 15,641 654 217 17,221 1,602 54,999

2.事業系ゴミのリサイクル量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 0 1 147 3 0 0 16 3 0 0 132 0 303

資源系紙類 15 360 691 369 15 151 201 4,001 58 19 1,205 142 7,227

布類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PETボトル 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 4

プラ系 0 0 3 0 0 0 0 48 0 0 3 0 55

スチール，アルミ缶 1 43 265 23 2 23 6 100 9 3 252 21 747

その他金属類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラスびん 1 36 30 10 2 21 23 240 8 3 382 19 774

その他ガラス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

草･木 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 17 440 1,136 405 19 195 247 4,395 75 25 1,975 183 9,110

3．事業系ゴミのリサイクル率 (単位：％)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 1.2 0.3 4.3 2.7 0.3 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 3.5 0.0 1.9

資源系紙類 18.9 15.1 46.2 21.9 15.1 13.1 24.6 45.6 13.1 13.1 15.1 13.1 27.7

布類 - - - - - - - - - - - - -

PETボトル - - - - - - 2.6 6.9 - - 3.6 - 3.7

プラ系 - 0.1 0.4 0.0 0.1 0.1 0.1 3.5 0.1 0.1 0.2 0.1 1.1

スチール，アルミ缶 34.8 35.2 93.9 34.3 35.2 35.4 5.1 22.5 35.4 35.4 23.9 35.4 33.2

その他金属類 - - - - - - - - - - - - -

ガラスびん 37.2 41.2 82.5 31.2 41.2 42.5 12.1 59.6 42.5 42.5 44.8 42.5 44.8

その他ガラス - - - - - - - - - - - - -

草･木 - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - -

合計 13.9 12.3 19.2 15.1 12.3 11.4 4.5 28.1 11.4 11.4 11.5 11.4 16.6
資料：羽原等[8]と総務省統計局[7]

注：1)空白部分は0,0表示は単位に満たないことを示す。
2)リサイクル率＝リサイクル量/発生量×100

表3－5 十勝圏内における事業系ゴミ量の推計結果



1.事業系ゴミの産業別発生量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 109 5,526 46,024 2,254 295 3,666 56,328 66,588 1,535 836 62,474 2,684 248,319

資源系紙類 989 34,760 19,899 31,123 1,858 19,873 14,149 144,626 8,321 4,533 129,083 14,552 423,766

布類 47 787 126 2,069 42 193 377 842 81 44 3,009 141 7,757

PETボトル 2 101 10 57 5 64 281 515 27 15 749 47 1,874

プラ系 187 5,143 8,297 6,900 275 2,508 11,719 23,083 1,050 572 22,438 1,837 84,009

スチール，アルミ缶 45 1,794 3,763 1,248 96 1,093 1,982 7,300 458 249 17,217 801 36,045

その他金属類 14 312 45 543 17 129 516 1,730 54 29 5,238 94 8,720

ガラスびん 27 1,280 490 591 68 836 3,331 6,572 350 191 13,663 612 28,011

その他ガラス 4 119 48 128 6 64 188 675 27 15 3,917 47 5,239

草･木 30 660 102 1,230 35 257 5,327 1,999 108 59 5,112 188 15,108

その他 87 1,796 84 3,648 96 643 1,133 3,962 269 147 19,792 471 32,129

合計 1,540 52,278 78,889 49,791 2,794 29,327 95,330 257,891 12,280 6,690 282,692 21,475 890,977

2.事業系ゴミのリサイクル量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 1 16 1,962 61 1 0 281 44 0 0 2,271 0 4,637

資源系紙類 187 5,249 9,224 6,832 281 2,600 3,481 65,590 1,089 593 19,780 1,904 116,809

布類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PETボトル 0 0 0 0 0 0 7 32 0 0 26 0 65

プラ系 0 4 36 1 0 2 7 966 1 1 43 2 1,061

スチール，アルミ缶 16 632 3,534 428 34 387 101 1,658 162 88 4,126 283 11,449

その他金属類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラスびん 10 527 405 184 28 355 405 3,868 149 81 5,976 260 12,249

その他ガラス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

草･木 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 214 6,427 15,160 7,507 343 3,344 4,283 72,157 1,400 763 32,221 2,449 146,269

3．事業系ゴミのリサイクル率 (単位：％)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 1.2 0.3 4.3 2.7 0.3 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 3.6 0.0 1.9

資源系紙類 18.9 15.1 46.4 22.0 15.1 13.1 24.6 45.4 13.1 13.1 15.3 13.1 27.6

布類 - - - - - - - - - - - - -

PETボトル - - - - - - 2.6 6.2 - - 3.4 - 3.4

プラ系 - 0.1 0.4 0.0 0.1 0.1 0.1 4.2 0.1 0.1 0.2 0.1 1.3

スチール，アルミ缶 34.8 35.2 93.9 34.3 35.2 35.4 5.1 22.7 35.4 35.4 24.0 35.4 31.8

その他金属類 - - - - - - - - - - - - -

ガラスびん 37.2 41.2 82.7 31.2 41.2 42.5 12.1 58.9 42.5 42.5 43.7 42.5 43.7

その他ガラス - - - - - - - - - - - - -

草･木 - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - -

合計 13.9 12.3 19.2 15.1 12.3 11.4 4.5 28.0 11.4 11.4 11.4 11.4 16.4
資料：羽原等[8]と総務省統計局[7]
注：1)空白部分は0,0表示は単位に満たないことを示す。

2)リサイクル率＝リサイクル量/発生量×100

表3－6 北海道における事業系ゴミ量の推計結果



1.事業系ゴミの産業別発生量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 11 1,712 7,729 506 92 1,228 21,625 23,531 655 484 19,244 658 77,474

資源系紙類 99 10,771 3,346 6,495 576 6,658 5,431 53,633 3,551 2,624 43,326 3,567 140,078

布類 5 244 21 414 13 65 145 320 34 25 883 35 2,204

PETボトル 0 31 2 12 2 22 108 204 11 8 231 12 644

プラ系 19 1,594 1,394 1,410 85 840 4,499 8,653 448 331 7,068 450 26,791

スチール，アルミ缶 4 556 632 265 30 366 761 2,725 195 144 5,178 196 11,054

その他金属類 1 97 8 110 5 43 198 622 23 17 1,488 23 2,635

ガラスびん 3 397 82 131 21 280 1,279 2,401 149 110 4,121 150 9,124

その他ガラス 0 37 8 26 2 22 72 234 11 8 1,367 12 1,800

草･木 3 205 17 248 11 86 2,045 744 46 34 1,468 46 4,953

その他 9 557 14 734 30 215 435 1,479 115 85 6,795 115 10,583

合計 155 16,200 13,253 10,351 866 9,825 36,597 94,547 5,241 3,872 91,169 5,264 287,341

2.事業系ゴミのリサイクル量 (単位：トン)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 0 5 329 12 0 0 108 14 0 0 749 0 1,218

資源系紙類 19 1,627 1,548 1,398 87 871 1,336 23,249 465 343 6,899 467 38,308

布類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

PETボトル 0 0 0 0 0 0 3 11 0 0 8 0 22

プラ系 0 1 6 0 0 1 3 403 0 0 14 0 428

スチール，アルミ缶 2 196 594 91 10 130 39 621 69 51 1,276 69 3,148

その他金属類 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラスびん 1 163 68 42 9 119 155 1,367 63 47 1,800 64 3,899

その他ガラス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

草･木 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 22 1,991 2,545 1,544 107 1,120 1,644 25,665 598 442 10,746 600 47,023

3．事業系ゴミのリサイクル率 (単位：％)

鉱業 建設業
食品
製造業

食品以外
の製造業

電気･ガス･
熱供給･
水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス業
公務(他に
分類され
ないもの)

合計

厨芥 1.2 0.3 4.3 2.4 0.3 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 3.9 0.0 1.6

資源系紙類 18.9 15.1 46.3 21.5 15.1 13.1 24.6 43.3 13.1 13.1 15.9 13.1 27.3

布類 - - - - - - - - - - - - -

PETボトル - - - - - - 2.6 5.5 - - 3.4 - 3.4

プラ系 - 0.1 0.4 0.0 0.1 0.1 0.1 4.7 0.1 0.1 0.2 0.1 1.6

スチール，アルミ缶 34.8 35.2 93.9 34.4 35.2 35.4 5.1 22.8 35.4 35.4 24.7 35.4 28.5

その他金属類 - - - - - - - - - - - - -

ガラスびん 37.2 41.2 82.6 32.3 41.2 42.5 12.1 57.0 42.5 42.5 43.7 42.5 42.7

その他ガラス - - - - - - - - - - - - -

草･木 - - - - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - - - - -

合計 13.9 12.3 19.2 14.9 12.3 11.4 4.5 27.1 11.4 11.4 11.8 11.4 16.4
資料：羽原等[8]と総務省統計局[7]

注：1)空白部分は0,0表示は単位に満たないことを示す。
2)リサイクル率＝リサイクル量/発生量×100

表3－7 札幌市における事業系ゴミ量の推計結果



図3－1 十勝における事業系ゴミの組成
資料：表5に同じ。
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図3-2 事業系ゴミ組成の産業別シェア
資料：表5に同じ。
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図3－3 産業別事業系ゴミの発生量
資料：表5に同じ。
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源系紙類，厨芥，そしてプラ系のリサイクル率は，それぞれ 27.7％，1.9％，

そして 1.1％であり，厨芥とプラ系のリサイクルはほとんど行われていないと

いっていい．また，産業別に見ると，リサイクル率が一番高い産業は卸売・小

売業であり，そのリサイクル率は 28.1%である．そして，リサイクル率が一番

低い産業は飲食店であり，リサイクル率は 4.5％すぎない．十勝のリサイクル

率を札幌市のそれに比べると，ガラスびんとスチール・アルミ缶のリサイクル

において十勝のほうが若干進んでいることがわかる．

次に，事業系一般ごみ発生量の組成を見たのが，図 3－1 である．一番大き

な比重を占めているのは，資源系紙類であり，47.5％を占めている．次は厨芥

であり，28.3％を占める．三番目のシェアを占めているのは，発泡スチロール

とその他プラスチックを合わせたプラ系であり，9.4％を占めている．

なお，事業系一般ごみ発生量の組成を産業別に見たのが，図 3－2 である．

組成別に見ると，上記の三つの事業系ごみを一番多く発生している産業は，卸

売・小売業である．それ以外の事業系ごみにおいて卸売・小売業よりもっと多

くごみが発生している産業は，サービス業である．特に，金属類とガラス類の

場合，全体の約半分以上がサービス業から発生している．

最後に，産業別の事業系一般ごみ発生量を見たのが，図 3－3 である．ごみ



が一番多く発生している産業はサービス業であり，その発生量は 17,221 トン，

全体事業系ごみ発生量の 31.3%を占めている．二番目は，卸売・小売業で，発

生量とシェアは，それぞれ 15,641 トンと 28.4％である．そして，三番目が食

品製造業で，発生量とシェアは，それぞれ 5,919 トンと約 10.8％である．四

番目が飲食店で，発生量とシェアは，それぞれ 5,492 トンと約 10.0％である．

（3）十勝地域における事業系一般廃棄物の総発生量

以上で十勝地域における事業系一般ごみの発生量その他が分かった．次に事

業系の粗大ごみだが，これに関しては原単位法が活用できるようなデータ・資

料を入手することができなかった．そこで，第 2 章で推計した事業系の粗大

ごみ量を用いることにする．第 2 章の表 2－5 によれば，十勝地域における事

業系の粗大ごみ発生量推計値は 379 トンである．この量は十勝地域全体の値

であり，各産業がどの程度の粗大ごみを発生させているかは明らかではない．

そこで，ここでは表 3－5 における他の廃棄物（一般ごみ）発生量を基準と

して各産業に按分することにする．なお，第 2 章では，乾電池・使用済蛍光

灯といった有害ごみについても別枠で推計計算を行ったが，事業系のこれら廃

棄物は表 3－5 の「その他」に含まれていると考えられるので，別途加算する

必要はない．この結果，十勝地域における事業系一般廃棄物の総発生量は表 3
－8 のように 55,378 トンと推計される．

一般ごみ 粗大ごみ 合  計

鉱業 123 1 123

建設業 3,582 25 3,607

食品製造業 5,919 41 5,960

食品以外の製造業 2,686 19 2,705

電気･ガス･熱供給･ 水道業 154 1 155

運輸･通信業 1,707 12 1,718

飲食店 5,492 38 5,530

卸売･小売業 15,641 108 15,749

金融･保険業 654 5 659

不動産業 217 1 218

サービス 業 17,221 119 17,340

公務(他に分類されないもの) 1,602 11 1,613

合計 54,999 379 55,378

資料)羽原等[8]と総務省統計局[7]，本報告書第2章表2－5．

 　 注1)空白部分は0,0表示は単位に満たないことを示す．

    注2)一般ごみの内訳は表3-5を参照．

表3－8 十勝地域における事業系一般廃棄物の総発生量
（単位：トン）



3. 考察

事業系ごみ発生量のほとんどは，資源系紙類，厨芥，そしてプラ系である．

これら三つのごみ発生量を合わせると，全体の約 85％を占めている．なお，

事業系ごみを多く排出している産業を高い順に見ると，サービス業，卸売・小

売業，食品製造業，そして飲食店の順であり，この四つの産業から排出してい

る事業系ごみ排出量は全体の 80％以上を占めている．

一方，上記の三つの事業系ごみのリサイクル率を見ると，特に厨芥とプラ系

のリサイクル率は非常に低い．また，産業別のリサイクル率を見ると，特に飲

食店のリサイクル率が低い．  
以上のことを踏まえて，循環型社会形成に向けて言えることは，ごみの発生

量を抑えつつ，リサイクル率の底上げを行う必要があること，特に飲食店にお

いてのリサイクル率を早急に上げる必要があることである．

注

1）ここで事業系ごみは，専用事業所から排出されるごみを言う．店舗と住宅が併用

されている場合，家庭系ごみと事業系ごみとの区分ができないものは 1 日当り 20l

までは，家庭ごみとみなして無料とし，それを超える量については，事業系ごみと

して有料で収集している．帯広市緑化環境部清掃事業課[3]を参照．

2）北海道の雇用形態別従業者の割合を用いた理由は，総務省統計局 [7]において雇用

形態別従業者数のデータがあるのは北海道と札幌市だけで，なお札幌市のデータは

地域的偏りがあると判断したからである．
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第４章 十勝地域における産業廃棄物発生量の推計

1. 産業廃棄物発生量の推計意義

事業活動に伴って発生する廃棄物には事業系一般廃棄物の他に産業廃棄物があ

る．産業廃棄物は法的には，「事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃え殻、汚

泥、廃油、廃酸アルカリ、廃プラスチック類」と「政令で定められたその他 13
種類の廃棄物，産業廃棄物を処分するために処理したもの」および「爆発性，有

害性，感染性，そのほか人間の健康や生活環境に被害を及ぼす恐れがあり，収集

から処分までの全過程において厳重な管理を要する特別管理産業廃棄物」から構

成されるが，その発生量の推計は以下の諸側面からみて極めて重要である．

第 1 は，一般廃棄物と比べてその量が圧倒的に多いことである．環境省『循環

型社会白書（平成 14 年版）』によれば，平成 11 年度のわが国全体における排出

量ベースの廃棄物量は一般廃棄物が 5,145 万トン1)，産業廃棄物は 40,000 万トン

であり，廃棄物の大半が産業廃棄物だということが分かる．そして，この点は国

全体のみならず，ある特定地域においても同様だと推察される．

第 2 は，産業廃棄物は一般廃棄物と比べて均質性が高く，質的にも安定してお

り，さらに量も多いゆえ再資源化の可能性が高いことである2)．循環型社会に対

する社会的な関心の高まりを鑑みるならば，そうした再資源化の可能性が高い廃

棄物の量的把握が重要な意味を持つことはいうまでもないだろう．

第 3 は，事業系一般廃棄物も含めて事業活動に伴って発生する廃棄物の量的把

握や組成に関する調査が十分には行われていないことである3)．特に自治体レベ

ルや地域レベルにおける産業廃棄物発生量の推計は一般に困難であり，そうであ

るがゆえに意義が高いともいえる．

以下では，こうした諸点も意識しつつ十勝地域における産業廃棄物の発生量を

推計し，その結果に若干の考察を加えることにしよう．

2. 推計方法

上述したように，自治体レベル・地域レベルにおける産業廃棄物の量的把握は

遅れており，それは十勝地域でも同様である．地域産業連関表を作成する場合に

しばしば採られる手法に習って，環境省の全国推計値を十勝地域に按分すること

も考えられるがこの方法には以下のような問題がある．

一つは，環境省の推計値が排出量ベースであって発生量ではないことである．



廃棄物の再資源化，再活用の実態を正確に捉えようとする場合，有価物として他

の経済主体に売却される廃棄物の量をも含んだ発生量を把握する必要があるが，

排出量ではその部分がオミットされてしまう．

もう一つは，全国と十勝地域では産業構造が異なるし，同じ産業に関しても廃

棄物の発生構造は異なることが予想されることである．

そこで，本報告書では，北海道環境生活部環境室廃棄物対策課『平成 10 年度 北

海道産業廃棄物実態調査報告書』を基礎資料として利用する．同資料には，十勝

地域の種類別産業廃棄物量，十勝地域の産業別産業廃棄物量，北海道の産業別種

類別産業廃棄物量に関する推計値が記載されており，これらを組み合わせること

によって十勝地域の種類別産業別産業廃棄物量を推計することが可能になると思

われる．なお，表 4－1 に示すように，同資料では特定管理産業廃棄物や通常の

大型ごみの範疇では捉えがたい廃自動車や廃漁船なども調査対象となっているの

で，本章における推計対象廃棄物の種類・範囲と前章の種類・範囲を合わせれば，

事業活動に伴って発生する廃棄物種類の大部分は基本的にカバーできよう．本章

における具体的な推計手順は以下のとおりである．

① 十勝地域におけるある産業の産業廃棄物量の種類別構成比が北海道の同産

業における産業別種類別産業廃棄物量構成比と同じだと仮定する．

② ①の仮定より得られる産業別種類別産業廃棄物量を全産業に関してアグリ

ゲートし，十勝地域の種類別産業廃棄物量の値と比較検討し，調整する．

③ ②において，特に記しておくべき事項は以下の諸点である（なお，ここでの

産業部門名は本章の推計における作業表としての性格を持つ別掲附表のもの

である）． 

・ 十勝では「製造業（その他）」に含まれる鉄鋼業の規模が北海道に比べて

相対的に小さいので，「製造業（その他）」における「金属くず・鉱さい」

の発生量は北海道構成比から得られる値よりも少なくなる．

・ 「製造業（その他）」に含まれる窯業・土石業の規模が十勝は相対的に大

きいので，「製造業（その他）」の「汚泥」発生量は北海道構成比から導

出される値よりも多くなる．

・ 「製造業（その他）」における木材産業の規模が十勝は相対的に大きいの

で，「製造業（その他）」の「木屑」発生量は北海道構成比から算定され

る量よりも多くなる．



1 ． 燃え殻

2 ． 汚泥（有機性汚泥，無機性汚泥，建設汚泥，上水汚泥，下水汚泥）

3 ． 廃油（一般廃油，廃溶剤，固形油，油泥）

4 ． 廃酸

5 ． 廃アルカリ

6 ． 廃プラスチック類（廃プラスチック，廃タイヤ）

7 ． 紙くず

8 ． 木くず

9 ． 繊維くず

10 ． 動植物残さ

11 ． ゴムくず

12 ． 金属くず

13 ． ガラスくず及び陶磁器くず

14 ． 鉱さい

15 ． がれき類（コンクリート 塊，廃アスファルト，その他のがれき類）

16 ． 廃石膏ボード

17 ． 建設系混合廃棄物

18 ． ばいじん

19 ． 動物のふん尿

20 ． 動物の死体

21 ． 廃棄物を処理するために処理したもの

22 ． 廃油（揮発油類，灯油類，軽油類）

23 ． pH2.0以下の廃酸（廃バッテリー ，その他の廃酸）

24 ． pH12.5以上の廃アルカリ

25 ． 感染性廃棄物

26 ． 廃石綿等

27 ． 特定有害産業廃棄物（廃石綿等及び廃PCB等を除く）

28 ． 廃自動車

29 ． 廃漁船

30 ． シュレッダーダスト

31 ． 廃家電品

  資料）同資料３頁より引用．

項               目

表4-1  『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』の調査対象廃棄物

産

業

廃

棄

物

そ
の
他

区分

特

定

管

理

産

業

廃

棄

物



・ 十勝には火力発電所がないので，「電気・ガス・熱供給・水道業」におい

て「ばいじん」は発生しない．また，「燃え殻」発生量も北海道構成比か

ら導出される量よりも相当少なくなる．

産業毎の廃棄物構成比に関しては十勝地域そのものの比率ではなく，北海道全

体の値を利用することになるが4)，全国推計値を基礎資料とした推計に比べれば，

その精度は高くなるものと考えている．

3. 推計結果

以上の推計結果を示したものが表 4－2 である（詳細は附表 1 を参照5)）．同表

によれば，十勝地域における産業廃棄物発生量の圧倒的大多数は「農業」部門の

「動物ふん尿」であることが分かる．第 2 章と第 3 章で推計した一般廃棄物を含

めた場合でも，その量的なシェアは 4 分の 3 以上であり，十勝地域における廃棄

物の大半は動物ふん尿だといっていい．十勝が「酪農王国」ともいわれることか

らすれば当然の結果ともいえようが，改めて数字で確認してみると，その量の多

さ，シェアの高さは驚異的である．

さて，表 4－2 を産業部門に着目して眺めた場合，「農業」以外で発生量が多い

産業としては，「鉱業」，「建設業」，「食品製造業」，「その他製造業」，「電気・ガス・

熱供給業・水道業」などがあげられる．また，廃棄物の種類に着目すると「汚泥」

や「がれき類」，「廃プラスチック」，「木くず」，「動・植物残さ」，「金属くず」，「ガ

ラス・陶磁器くず」，「建築系混合廃棄物」，「動物死体」などの発生量が多い．こ

れらの各産業，各種廃棄物をどう評価し，位置づけるかについては事業系一般廃

棄物と併せて第 5 章で論じることにし， ここでは本章の推計結果を利用する際

に特に留意すべき点をいくつか付け加えておきたい．

第 1 に，十勝地域における廃棄物の大部分は「農業」部門から発生する「動物

ふん尿」だが，附表 1 が示すように「農業」部門における「動物ふん尿」の再活

用率は 49.8％と決して高くない．この点は環境保全・有機物循環という側面から

みると大きな問題であろう．

附表 1 によれば，いわゆる“野積み”に相当する自己保管量が 252.5 万トンあ

り，この分も有効利用されていると評価するならば再活用率は 100％に近い値に

なるが，野積みされた「動物ふん尿」のその後の利用実態に関する定量的な把握

は十分には行われていない．今後の重要な調査課題といえよう．

第 2 に，本章において基本的なデータソースとした『平成 10 年度 北海道産業

廃棄物実態調査報告書』では，すべての産業に対し，そこで発生しうる各種産業



燃え殻 73 5 1,210 10,749 196 1 4 12,238

汚泥 100,845 79,915 258,078 92,310 242,789 197 320 671 775,124

廃油 17 76 469 2,054 129 222 328 321 3,615

廃酸 142 2,977 12 0 0 464 3,595

廃アルカリ 0 280 0 0 299 580

廃プラスチック 1,978 38 51 3,021 4,563 2,456 35 802 3,318 3,574 19,836

紙くず 993 1,237 0 2,230

木くず 24,176 60,655 0 84,831

繊維くず 386 400 0 786

動・植物残さ 676 22,450 4 0 23,130

ゴムくず 1 19 78 3 101

金属くず 489 5,269 506 19,786 365 144 272 492 27,323

ガラス・陶磁器くず 163 7,845 770 6,756 11 17 44 49 15,655

鉱さい 30 748 0 778

がれき類 345,896 0 0 345,896

建築系混合廃棄物 25,270 0 0 25,270

廃石膏ボード 954 0 0 954

ばいじん 2 4,547 0 4,549

動物のふん尿 5,202,819 0 0 5,202,819

動物の死体 41,845 0 0 41,845

感染性廃棄物 0 612 612

廃家電品 0 1,189 0 1,189

廃バッテリー 0 1 15 3 6 25

廃自動車 0 14,300 9,392 23,692

合計 5,246,642 714 101,637 493,838 288,209 205,039 243,536 1,398 19,773 15,888 6,616,674

  資料）北海道環境生活部環境室廃棄物対策課『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』

    注）表記の「0」は単位に満たないこと，ブランクは発生の事実がないことを示す．

（単位：トン）

その他
製造業

電気・ガス
・熱供給
・水道業

運輸業

表4－2  十勝地域における産業廃棄物の産業別種類別発生量

農業
食  品
製造業

漁業 鉱業 建設業 小売業 サービス 業 合計



大分類 中（小）分類
農業 中分類全業種 農業
漁業 中分類全業種 漁業
鉱業 鉱業

金属鉱業 金属鉱業
石炭・亜炭鉱業 石炭・亜炭
原油・天然ガス鉱業 原油・天然ガス
非金属鉱業 非金属鉱業

建設業 建設業
総合工事業 総合工事業
職別工事業 職別工事業
設備工事業 設備工事業

製造業 製造業
食品製造業 食料品
飲料・たばこ・飼料製造業 飲料・飼料
繊維工業 繊維
衣服・その他の繊維製品製造業 衣類
木材・木製品製造業 木材
家具・装備品製造業 家具
パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙
出版・印刷・同関連産業 印刷・出版
化学工業 化学
石油製品・石炭製品製造業 石油・石炭
プラスチック製品製造業 プラスチック
ゴム製品製造業 ゴム
なめし革・同製品・毛革製造業 皮革
窯業・土石製品製造業 窯業・土石
鉄鋼業 鉄鋼
非鉄金属製造業 非鉄金属
金属製品製造業 金属
一般機械器具製造業 一般機械
電気機械器具製造業 電気機械
輸送用機械器具製造業 輸送機械
精密機械器具製造業 精密機械
その他の製造品製造業 その他製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 電気・水道業
電気業（発電所） 発電所（火力）
ガス業 ガス業
熱供給業 熱供給業
上水道業 上水道業
工業用水道業 工業用水道業
下水道業 下水道業

運輸・通信業 運輸業
鉄道業 鉄道業
道路旅客業 道路旅客業
道路貨物運送業 道路貨物運送業

卸売・小売業，飲食店 小売業
各種商品小売業 各種商品小売業
自動車小売業 自動車小売業
家庭用電気機械器具小売業 家庭機械小売業
燃料小売業 燃料小売業

サービス 業 サービス 業
洗濯業 洗濯業
写真業 写真業
自動車整備 自動車整備
病院 病院
一般診療所 一般診療所
歯科診療所 歯科診療所
自然科学研究所 自然科学研究所

  資料）同資料２頁より引用．

調 査 対 象 業 種
略称

表4－3  『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』の調査対象業種



業種等 調査方法

・農業用廃プラスチック類

「園芸用ガラス室・ハウス等の設置状況」（北海道農政部，平成11年）

・動物のふん尿

「北海道農林水産統計年報」（農林水産省北海道統計事務所，平成11年）

「北海道農業基本統計調査」（北海道農政部，平成11年）

「家畜ふん尿の処理・利用の手引き」（（財）畜産環境整備機構，平成10年）

北海道農政部酪農畜産課資料

・動物の死体

北海道保健福祉部食品衛生課資料

・水産系廃棄物（ホタテウロ，貝殻，付着物，その他の魚類，廃魚網，廃FRP船）

「北海道水産現勢」（北海道水産林務部，平成11年）

「北海道漁船統計表」（北海道水産林務部，平成11年）

北海道水産林務部漁港漁村課資料

鉱  業 標本調査 調査表配布

建設業 標本調査 調査表配布

資料調査 ・シュレッダーダスト

（社）日本鉄リサイクル工業会北海道支部資料

標本調査 調査表配布

資料調査 ・下水汚泥

「’99北海道の下水道」（（株）北海道土木協会，平成11年）

標本調査 調査表配布

運輸業 標本調査 調査表配布

資料調査 ・廃家電品

北海道環境生活部環境室廃棄物対策課資料

（財）家電製品協会北海道地区廃家電品適正処理協力センター 資料

・廃自動車

「北海道自動車統計」（（財）北海道陸運協会，平成11年）

標本調査 調査表配布

資料調査 ・廃自動車

「北海道自動車統計」（（財）北海道陸運協会，平成11年）

標本調査 調査表配布

  資料）同資料４頁より引用．

    注）農業と漁業に関しては，表記した種類の廃棄物のみしか調査・推計対象とされていない．

サービス 業

表4－4  『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』の調査方法

製造業

電気・水道業

小売業

農  業 資料調査

資料調査等の方法

漁  業 資料調査

廃棄物の量を網羅的に調査しているわけではない．この点は同資料の調査対象廃

棄物を示した表 4－1 と調査対象業種，調査方法を示した表 4－3，表 4－4 を併

せてみれば確認できる．

例えば，「農業」や「漁業」に関しては既存統計から入手可能な限られた種類の

廃棄物量しかカウントしていない．同資料は北海道における各地域・各産業の産

業廃棄物発生量を推計したほとんど唯一の資料であり，同資料の資料価値は極め

て高いことはいうまでもない．そして，その資料をベースとした本章の推計結果

に十分な有用性があることも事実だと考えているが，そのことは得られた結果が

完全なものであることを意味しない．



注

1）ここでは集団回収量 260 万トンは含めていない．

2）吉野敏行[1]，17～18 頁を参照．

3）事業系一般廃棄物に関する同様の指摘としては，植田和弘[2]，55～56 頁を参照．

4）基本資料とした『平成 10 年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』の作成主体である

㈱北海道 21 世紀総合研究所に対し，「十勝地域の産業別種類別産業廃棄物量の推計値」

の提供を申し入れたが，未集計とのことであり，断念せざるを得なかった．ただし，あ

る種類の産業廃棄物のうちどの程度の量や比率がどのように処理されているのかに関

しては，北海道地域の推計結果を用いたほうがより一般的な処理の実態が見える場合も

ありうるので，こうした資料を使うことに十分な意義はあると判断している．なお，同

資料は平成 10 年度版以外には作成されていなので，産業廃棄物量を推計するための最

新データが平成 10 年度のものということになる．本報告書の推計年次を平成 10 年とし

た理由はこの点にある．

5）表 4－1 は附表から作成したものだが，第 3 章において事業系一般廃棄物を推計する

際に用いた産業分類と合わせるために部門統合を行っている．具体的には，附表の「製

造業（パルプ・紙）」と「製造業（その他）」を結合して表 4－1 の「その他製造業」と

し，附表の「サービス業（医療関係）」と「サービス業（その他）」を結合した産業部門

を表 4－1 では「サービス業」とした．

参考文献

[1]吉野敏行『資源循環型社会の経済理論』東海大学出版会，1996 年．  

[2]植田和弘『廃棄物とリサイクルの経済学』有斐閣，1992 年．  



第５章 総 括

1. 廃棄物の総発生量

ここでは，これまでの各章における推計結果を素材として，十勝地域における

廃棄物の発生・処理の現状に対して若干の提言を試みたい．ただし，すべての局

面に言及することはできないので，本報告書の推計結果から示唆される代表的な

問題，早急に対応すべきと考えられる問題をいくつか取り上げることにする．

まず，十勝地域における廃棄物の総発生量について述べることにしよう．第 2
章から第 4 章までの推計結果を結合すると，十勝地域における廃棄物の総発生量

は表 5－1 のように与えられる． 第 4 章において，全国における一般廃棄物排出

量が 5,145 万トン，産業廃棄物の排出量が 40,000 万トンであることを指摘した．

排出量と発生量の差はあるが，十勝地域において産業廃棄物が非常に多く発生し

ていることが分かる．

さて，ここで，十勝における廃棄物量の推計結果を全国と比較してみよう．

ここでは総量比較ではなく，「廃棄物の発生率」とでもいうべき指標で全国と

十勝を比較してみたい．ただし，推計方法や基礎データが異なるため，厳密な

ものではなく，あくまでも目安としての比較であることを断っておく． 
循環型社会白書（平成 13 年版）では，40 都道府県ごとの県内総生産額（GDP）

と総廃棄物量を比較している1)．全国平均では，1 円の生産に対して約 1 グラム

の廃棄物を発生させている．十勝について同様の計算をすると，1 円の生産に

対して 2.9 グラムの廃棄物を発生させていることになる2)．これは，十勝では

産業廃棄物の中に動物ふん尿のウェイトが大きいためと考えられる．

家 庭 系 事 業 系 合  計

 一般廃棄物 112,200 55,378 167,578

 産業廃棄物 6,616,674 6,616,674

 合計 112,200 6,672,052 6,784,252

  資料）第2章，第3章，第4章の推計結果より作成．

    注）事業系一般廃棄物は第4章の推計結果に第2章の粗大ごみ

         推計値を加算した値．

（単位：トン）

表5-1  十勝地域における廃棄物の総発生量



次に，一般廃棄物についてだが，同白書によると一般廃棄物は国民 1 人あた

り 1 日に約 1.17 キログラム発生させている計算になる3)．ところが，十勝の場

合，その値は 1.26 キログラム/人・日となり，全国水準よりもやや高い値であ

る4)．動物ふん尿の多さは十勝地域の産業構造に起因する特殊性として理解す

ることができるが，一般廃棄物については，その要因を本格的に確定すること

はできなかった．今後，人々のライフスタイルや廃棄物に対する意識，廃棄物

の収集形態のあり方などと絡めつつ解明しなければならない課題である．そし

て，そうした要因解明と並行しつつ，現場レベルにおいては 3R 原則による循

環型地域社会の構築を地域が一丸となって推進する必要があろう．

2. 事業系一般廃棄物の収集問題

次に，一般廃棄物に関する問題として事業系一般廃棄物の収集形態・課金形態

に関する問題について触れることにしよう．

第 2 章でも指摘したように，事業系の一般廃棄物を家庭系の廃棄物として自治

体に排出する事業所の存在を否定することはできない．特に，十勝地域では事業

所の多くが位置する帯広市において家庭系は無料収集，事業系は有料という課金

形態となっており，モラルハザードによって家庭系ごみとしてカウントされてい

る廃棄物量は残念ながら少なくないと思われる．本報告書第 3 章で示したように，

十勝における事業系一般廃棄物のうち，一般ごみの発生量推計値は 54,999 トン

である．ここで，第 3 章の推計に用いた研究が基礎データとしている資料につい

て，その作成主体である札幌市に問い合わせたところ，「事業所の廃棄物を自ら処

理することはほとんどないと考えられるので，当該データから導出される発生量

は“発生者以外の主体に対して排出されている量（最終的な自治体収集量と回収

業者などの収集量の合計値）”を意味する値とみてよい」という回答を得た． 
一方，第 2 章の推計結果によれば十勝地域において自治体に収集されている事

業系一般ごみの量は，表 2－2 に示した 36,199 トンと表 2－5 に示した有害ごみ

31 トンの合計である．よって，先に推計した事業系一般ごみとして排出される量

と自治体が収集している量の格差は約 19,000 トンになる．このうち，一定量は

事業所が資源系のゴミを収集業者に有償で販売した結果とみることもできる．し

かし，本来，事業系とすべき一般ごみが家庭系として排出された可能性は否定で

きないし，そうした量も決して無視できない値になるものと思われる．

こうした問題は基本的に，本来，同種・同系統であり，形態的に見分けのつき

難い家庭系一般廃棄物と事業系一般廃棄物の収集・課金形態が異なることによる

といえる．今後，こうした問題の解決方法について研究していく必要があろう．



詳細は他日を期したいが，例えば，「家庭系一般廃棄物も有料収集とし，その分，

世帯に一定の還元を行う」，「事業系一般廃棄物に関しては，各事業所に対して見

積もりの廃棄物量に基づく事前料金を徴収する」などが考えられよう．

3. 産業活動と廃棄物

次に，十勝地域において事業活動・産業活動から発生する廃棄物全体について

みてみよう．これまでに推計した事業系の一般廃棄物と産業廃棄物を一枚の表で

示すために表 5－2 に示すような部門結合を行い，さらに，本報告書第 4 章の表 4
－3 を参照しながら事業系一般廃棄物発生量と産業廃棄物発生量を結合した結果

が表 5－3 である（廃棄物の種類についても一部結合した）． 
圧倒的な量で別格の動物ふん尿，処理過程が確定している動物死体，発生量は

多いが発生者自身が脱水などの処理を行い大幅な減量化がなされている汚泥を除

くと行方向（種類別）の合計で着目すべきは，※印と★印が付された各廃棄物に

なる．ここで，第 3 章の推計結果と附表 2 をみると，★印が付された廃棄物につ

いては一定程度再使用・再資源化が進んでいるといえるので，我々が着目すべき

廃棄物は※印が付された厨芥，資源系紙，廃プラ，ガラス・陶磁器くず，建築系

混合廃棄物その他，動物性残さ，になる．そして，そうした廃棄物の発生量が多

量である部分を網掛けし，該当する産業をみると以下の点が明らかとなる．

・ 「建設業」と「食品製造業」が着目している廃棄物を最も多く発生させてい

るが，総量に占める着目した廃棄物の比率は「食品製造業」のほうが高い． 

結合部門名称 第3章の対応部門 第4章の対応部門
平成7年十勝地域産業連関表
52部門表の対応部門

農業 － 農業 1～8

林業・漁業 － 漁業 9，10

鉱業 鉱業 鉱業 11

建設業 建設業 建設業 12～ 16

食品製造業 食品製造業 食品製造業 17～ 31

その他製造業 その他製造業 製造業（パルプ・紙），その他製造業 32～ 34

電気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業 電気・ガス・熱供給・水道業 35～ 37

運輸・通信業 運輸・通信業 運輸業 41，42

卸売・小売 卸売・小売・飲食店 小売業 38

飲食店 飲食店 － 49

金融・保険業 金融・保険業 － 39

不動産業 不動産業 － 40

サービス 業 サービス 業 サービス 業（医療），サービス 業（その他） 44，45，46，47，48，50

公務 公務 － 43

表5-2  部門結合表



農業
林業・
漁業

鉱業 建設業 食品製造業
その他
製造業

電気･ガス
･熱供給
･水道業

運輸･
通信業

飲食店
卸売･
小売業

金融･
保険業

不動産業 サービス 業
公務(他に
分類されな

いもの)
合計

※ 厨茶 － － 9 379 3,451 122 16 213 3,245 4,043 82 27 3,760 200 15,548

※ 資源系紙類 － － 79 2,382 1,495 1,679 102 1,157 815 8,780 443 147 7,969 1,085 26,134

布類 － － 4 54 9 112 2 11 22 52 4 1 191 11 474

PETボトル － － 0 7 1 3 0 4 16 29 1 0 45 4 111

プラ系 － － 15 352 623 372 15 146 675 1,372 56 19 1,370 137 5,152

スチール ，アルミ缶 － － 4 123 282 67 5 64 114 445 24 8 1,053 60 2,250

その他金属 － － 1 21 3 29 1 7 30 109 3 1 307 7 520

ガラスびん － － 2 88 37 32 4 49 192 402 19 6 852 46 1,728

その他ガラス － － 0 8 4 7 0 4 11 42 1 0 223 4 305

草･木 － － 2 45 8 66 2 15 307 118 6 2 325 14 910

その他 － － 7 123 6 197 5 37 65 247 14 5 1,125 35 1,868

大型ゴミ － － 1 25 41 19 1 12 38 108 5 1 119 11 379

★ 燃え殻 73 5 1,210 10,749 196 1 － － － 4 － 12,238

汚泥 100,845 79,915 258,078 92,310 242,789 197 － 320 － － 671 － 775,124

廃油・廃酸・廃アルカリ 0 0 17 76 612 5,312 141 222 － 328 － － 1,084 － 7,790

※ 廃プラスチック 1,978 38 51 3,021 4,563 2,456 35 802 － 3,318 － － 3,574 － 19,836

紙くず 993 1,237 － － － 0 － 2,230

★ 木くず 24,176 60,655 － － － 0 － 84,831

繊維くず・ゴムくず 0 0 0 387 19 478 0 0 － 0 － － 3 － 887

★ 金属くず 489 5,269 506 19,786 365 144 － 272 － － 492 － 27,323

※ ガラス・陶磁器くず 163 7,845 770 6,756 11 17 － 44 － － 49 － 15,655

鉱さい 30 748 － － － 0 － 778

★ がれき類 0 0 0 345,896 0 0 0 0 － 0 － － 0 － 345,896

※ 建築系混合廃棄物・廃石膏ボード 26,224 － － － 26,224

ばいじん 2 4,547 － － － 0 － 4,549

※ 動・植物残さ 676 22,450 4 － － － 0 － 23,130

動物のふん尿 5,202,819 0 － － － 0 － 5,202,819

動物の死体 41,845 0 － － － 0 － 41,845

感染性廃棄物 0 － － － 612 － 612

★ 廃家電品・バッテリー ・自動車 0 0 0 0 0 1 0 15 － 15,492 － － 9,398 － 24,907

総計 5,246,642 714 101,760 497,445 294,169 207,743 243,691 3,116 5,530 35,522 659 218 33,228 1,613 6,672,052

281,700 28,456 9,406 446,984 223,943 138,321 57,944 136,397 32,702 251,346 65,836 107,206 401,391 150,115 2,331,747

1,862.5 2.5 1,081.9 111.3 131.4 150.2 420.6 2.3 16.9 14.1 1.0 0.2 8.3 1.1 286.1

資料）帯広畜産大学・帯広信用金庫共同研究成果報告書『十勝圏のフードシステムを中心とした産業連関表の構築に関する研究』，本報告書第2章・第3章・第4章

  注）空白はゼロ，0は単位に満たないもの，－はノーデータを示す．

（単位：トン）

表5-3 事業活動に伴って発生する廃棄物総量の推計

平成7年度の生産額（百万円）

1億円当たり廃棄物量（トン）

（参考）



・ 「卸売・小売業」，「飲食店」，「サービス業」は総廃棄物の発生量は少ないに

もかかわらず，着目している廃棄物の発生量は多い． 

・ 我々が着目している廃棄物の発生量が多い産業は単位生産額当たりの廃棄

物発生量も高いといいうる5)．

さて，このようにみてくると，「十勝地域において量的に多く再使用・再資源化

が遅れている廃棄物を発生させている産業」，「単位生産額当たり廃棄物発生量が

多く，かつ，単位生産額当たりに発生する『再使用・再資源化の手法が確立して

いない廃棄物』の量が多い産業」の多くは，いわゆるフードシステムの中に位置

しているといえる．卸売・小売業において厨芥が多く発生している理由は，スー

パーマーケットに代表される食品販売店において生鮮食品や惣菜類が売られてい

ることであろうし，廃プラスチックについても食品の販売に起因する部分は少な

くないだろう．また，サービス業（特にホテル・旅館業など）から発生する残飯

は十勝のみならず多くの地域で問題になっている．

昨年度，我々は十勝地域における産業の中心はフードシステム関連の産業であ

ることを示したが，動脈部門のみならず静脈部門においてもフードシステム関連

の産業は十勝地域の中心に位置しているといえる．また，我々は今後の十勝地域

における産業展開の方向として食品製造業の一層の振興を提言したが6)，その産

業は十勝地域の動脈部門を牽引する可能性がある一方で，「現状では，その大半を

最終処分せざるをえない廃棄物」を他産業よりも大量かつ早いテンポで発生させ

る可能性を有している．同産業部門から発生する廃棄物の処理方法を確立しなけ

れば，動脈部門が活性化する一方で静脈部門に大きな問題が追加的に生じること

にもなりかねないのであり，この点をどうバランスさせるかが重要である．

4. 有機性廃棄物の再使用・再資源化

以上でみてきたように，十勝地域における廃棄物問題の中心は食品廃棄物・有

機性廃棄物にあるといえる．廃プラや資源系紙類その他についても見落とすわけ

にはいかないが，中心はやはり食品廃棄物・有機性廃棄物であろう．その減量化

は無論のこと，これら廃棄物に関して遅れていると思われる再使用・再生資源化

をどう進めていくかが重要である． 
実際，事業系一般廃棄物の厨芥類はその大部分が焼却されているとみてよい．

また，附表 2 によれば産業廃棄物の動・植物残さの再活用率は 42％程度だが7)，

有機性の産業廃棄物の代表例である動物ふん尿については有効に再活用されてい

るとは断言できない．



そして，このことは家庭系の食品廃棄物についても同様である．我々の推計に

よれば，家庭系の生ごみ発生量の 10％程度は自治体に収集されていないので，そ

のうちのいくらかは家庭内で再使用・再資源化されているかもしれないが，残り

は結局のところ燃やされているとみてよい．このように，家庭系も含めて食品廃

棄物・有機性廃棄物の再使用・再生資源化は遅れているのである．

昨今，食品廃棄物・有機性廃棄物のリサイクルが話題になることが多いが，十

勝地域の静脈部門においてはまさにこの問題の解決が重要だといえる．具体的な

処理方法，システムなどについては今後の研究課題としたいが，その際には，伝

統的なコスト観から導かれる経済性だけではなく，廃棄物を処理することから生

じる環境への負荷などをも考慮すべきだろう．そして，どのような再使用・再資

源化の方法が有効なのかを，自然科学分野における研究成果をも踏まえつつ模索

していくことが必要となろう．

なお，本報告書では資料制約の都合上，農業や漁業部門における事業系一般廃

棄物の推計は行っていないし，農業・漁業部門における産業廃棄物の推計範囲も

適正なものではない．本報告書が把握した有機性廃棄物の発生量その他は部分的

なものであり，把握できている部分についても十分正確だとはいえない．そして，

これらの量がより正確に推計できれば，十勝地域の静脈部門においてフードシス

テム関連産業が発生させる食品廃棄物・有機性廃棄物が如何に重要な問題かがさ

らに浮き彫りになるだろう．

完全でないとはいえ，ある程度活用可能な推計値を導出したこと自体には大き

な意義があるものの，より正確な数値を得るための方法に関する研究を継続する

とともに，そのための枠組みづくりが必要である．ある地域（特にアグリビジネ

スが基幹産業であるような地域）において，有機性廃棄物の総量把握やその処理

の流れを追うことは極めて意義深い作業であるし，そうした作業が必要とされて

いるのである．我々にとって残された重要課題である．

5. まとめ

以上が，本共同研究の主な知見である．本研究では，循環型地域社会を構築す

るための基礎的な情報を提供すべく，十勝における廃棄物を量的に把握すること

を基本的な目的としたため，本報告書内で提起した諸問題に対する具体的な対策

については詰め切れていない．廃棄物の量的な把握を継続的に行うための仕組み

づくりとともに，我々に残された重要な課題として受けとめたい．本共同研究が

今後の十勝地域のさらなる発展に寄与することを期待したい．



注

1）環境省[2]，43～44 頁を参照．

2）われわれが推計した 1995 年の十勝圏内生産額を利用している．帯広畜産大学・帯広

信用金庫[1]を参照．

3）環境省[2]，46 頁を参照．一年当たりの収集ごみ・直接搬入ごみ 5,108 万トンと自家

処理量 51 万トン，団体集団回収量 252 万トンの合計値を 1 日・1 人当たりの値に割り

戻した値．  

4）1 人 1 日当たりは 100 グラム程度だが，その差は発生量の 10％近くに相当するし，

年間になおすと 30kg 以上の差になる．なお，我々の推計では，事業所が本来事業系一

般廃棄物として排出すべきにもかかわらず家庭系一般廃棄物として自治体に排出され

た量がダブルカウントになっていると思われる．このことが，こうした格差の何らかの

要因であることは否定できない．仮に，この格差が，すべて，そうした廃棄物量の存在

によるものとすると，十勝においてモラルハザードで家庭系一般廃棄物として自治体に

排出されている事業系一般廃棄物は単純計算では 11,873 トンとなる．計算式は（全国

と十勝の 1 人 1 日当たり一般廃棄物発生量格差×365 日×十勝の人口），である．仮に，

この値が妥当だとするならば，十勝と全国で 1 人 1 日当たり一般廃棄物発生量に差はな

いことなる．しかし，我々はこの値はやや過大であり，十勝と全国では一般廃棄物の発

生原単位に，やはり何らかの格差があるのではないかと考えている（本章の次節も参照

のこと）．この点の詳細な吟味は他日を期したい．

5）農業を別とすれば，鉱業と電気・ガス・熱供給・水道業の廃棄物はほぼ汚泥のみであ

り，建設業，食品製造業，その他製造業などにおける実質的な廃棄物発生率は他産業よ

りも高いと考えられる．

6）帯広畜産大学・帯広信用金庫[1]を参照．

7）同様の推計として，食品廃棄物の再利用率を推計したものがあり，そこでは，産業廃

棄物としての食品廃棄物の再生利用率は 48％とされている．農林水産省のホームペー

ジにおける「食品リサイクル法関連」の参考資料 1 を参照．なお，この結果を利用して

食品リサイクルの進展が及ぼす効果・影響を計測した研究として吉田[3]がある．

参考文献

[1]帯広畜産大学・帯広信用金庫『十勝圏のフードシステムを中心とした産業連関表の作

成に関する研究』，2002 年．  

[2]環境省『平成 13 年版 循環型社会白書』2001 年．

[3]吉田泰治「食品リサイクルに関する経済波及効果の推計」『農林水産研究所レビュー』

No.4，2002 年．  



1）農業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 5,246,642 0 5,825 2,615,857 99,480 2,525,480 2,615,857 49.9%

燃え殻 0

汚泥 0

廃油 0

廃酸 0

廃アルカリ 0

廃プラスチック 1,978 0 1,214 39 522 203 39 2.0%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 0

ガラス・陶磁器くず 0

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 5,202,819 0 0 2,588,845 88,697 2,525,277 2,588,845 49.8%

動物の死体 41,845 0 4,611 26,973 10,261 0 26,973 64.5%

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0

  資料）北海道環境生活部環境室廃棄物対策課『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』

    注1）表記の「0」は単位に満たないこと，ブランクは発生の事実がないことを示す．

    注2）①＝②+③+④+⑤+⑥，である．

    注3）再生利用量は，「自己中間処理後再生利用量」と「自己未処理自己再生利用量」，「委託中間処理後

       再生利用量」の和である．各々の詳細については資料の8頁を参照．

附表1  十勝地域における産業別の産業廃棄物発生量と再活用量

（単位：トン，％）



2）漁業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 714 0 308 67 316 23 67 9.3%

燃え殻 0

汚泥 0

廃油 0

廃酸 0

廃アルカリ 0

廃プラスチック 38 0 12 0 2 23 0 0.1%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 676 0 296 67 313 0 67 9.9%

ゴムくず 0

金属くず 0

ガラス・陶磁器くず 0

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



3）鉱業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 101,637 2 7,611 6,892 87,081 51 6,895 6.8%

燃え殻 73 0 0 73 0 0 73 100.0%

汚泥 100,845 0 6,946 6,777 87,072 49 6,777 6.7%

廃油 17 1 3 4 8 0 6 33.3%

廃酸 0

廃アルカリ 0

廃プラスチック 51 0 13 36 0 1 36 70.7%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 489 1 486 1 0 0 2 0.5%

ガラス・陶磁器くず 163 0 163 0 0 0 0 0.0%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0 0 0 0 0 0 0 33.3%

廃自動車 0



4）建設業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 493,838 1,712 115,569 294,880 80,895 783 296,591 60.1%

燃え殻 5 0 5 0 0 0 0 0.0%

汚泥 79,915 0 24,421 4,242 51,075 177 4,242 5.3%

廃油 76 0 34 2 40 0 2 2.2%

廃酸 0

廃アルカリ 0

廃プラスチック 3,021 0 2,339 492 189 1 492 16.3%

紙くず 993 0 248 7 738 0 7 0.7%

木くず 24,176 902 11,211 2,076 9,981 7 2,977 12.3%

繊維くず 386 0 126 0 260 0 0 0.0%

動・植物残さ 0

ゴムくず 1 0 1 0 0 0 0 25.0%

金属くず 5,269 810 1,903 2,537 19 1 3,347 63.5%

ガラス・陶磁器くず 7,845 0 6,274 42 1,530 0 42 0.5%

鉱さい 30 0 30 0 0 0 0 0.0%

がれき類 345,896 0 46,544 282,690 16,067 595 282,690 81.7%

建築系混合廃棄物 25,270 0 21,484 2,793 991 2 2,793 11.1%

廃石膏ボード 954 0 948 0 6 0 0 0.0%

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



5）食品製造業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 288,209 7,480 35,715 24,211 220,347 455 31,691 11.0%

燃え殻 1,210 267 243 326 0 374 593 49.0%

汚泥 258,078 2,238 29,777 16,632 209,432 1 18,869 7.3%

廃油 469 0 103 34 332 0 35 7.4%

廃酸 142 0 38 5 99 0 5 3.4%

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

廃プラスチック 4,563 29 1,490 1,982 1,062 0 2,011 44.1%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 22,450 4,581 3,347 5,127 9,314 81 9,708 43.2%

ゴムくず 19 0 19 0 0 0 0 1.2%

金属くず 506 73 328 95 10 0 168 33.2%

ガラス・陶磁器くず 770 292 370 10 98 0 302 39.2%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 2 0 0 0 2 0 0 0.0%

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



6）製造業（パルプ・紙）

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 23,062 1,124 4,784 2,198 14,956 0 3,322 14.4%

燃え殻 2,070 585 830 655 0 0 1,241 59.9%

汚泥 12,292 205 1,705 630 9,751 0 835 6.8%

廃油 42 0 1 1 40 0 1 1.5%

廃酸 0

廃アルカリ 0

廃プラスチック 14 0 12 1 1 0 1 5.3%

紙くず 351 76 58 173 44 0 249 70.9%

木くず 5,430 90 212 8 5,119 0 99 1.8%

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 93 92 0 1 0 0 93 99.9%

ガラス・陶磁器くず 0

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 2,769 75 1,965 730 0 0 804 29.0%

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



7）製造業（その他）

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 181,977 29,875 18,753 47,518 85,493 337 77,393 42.5%

燃え殻 8,679 0 855 6,785 1,039 0 6,785 78.2%

汚泥 80,018 60 7,186 3,038 69,622 111 3,098 3.9%

廃油 2,012 7 386 315 1,191 112 323 16.0%

廃酸 2,977 0 801 118 2,058 0 118 4.0%

廃アルカリ 280 0 29 58 194 0 58 20.6%

廃プラスチック 2,442 189 1,286 452 513 2 641 26.3%

紙くず 886 303 62 2 519 0 305 34.4%

木くず 55,225 22,379 1,424 23,368 8,053 0 45,747 82.8%

繊維くず 400 0 135 1 264 0 1 0.2%

動・植物残さ 4 0 1 1 2 0 1 33.3%

ゴムくず 78 37 40 0 0 0 37 48.0%

金属くず 19,693 6,747 137 12,788 20 1 19,536 99.2%

ガラス・陶磁器くず 6,756 139 4,692 337 1,584 4 476 7.0%

鉱さい 748 0 40 238 363 107 238 31.9%

がれき類 0 0

建築系混合廃棄物 0 0

廃石膏ボード 0 0

ばいじん 1,778 13 1,680 16 69 0 29 1.6%

動物のふん尿 0 0

動物の死体 0 0

感染性廃棄物 0 0

廃家電品 0 0

廃バッテリー 1 0 0 1 0 0 1 44.4%

廃自動車 0 0



８）電気・ガス・熱供給・水道業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 243,536 160 5,668 19,523 216,577 1,609 19,683 8.1%

燃え殻 196 129 57 10 0 0 139 71.0%

汚泥 242,789 0 5,537 19,491 216,480 1,281 19,491 8.0%

廃油 129 10 27 4 88 0 14 11.1%

廃酸 12 0 3 0 7 1 0 2.9%

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

廃プラスチック 35 0 26 9 1 0 9 26.2%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 365 21 8 8 0 327 29 7.9%

ガラス・陶磁器くず 11 0 11 0 0 0 0 3.0%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



9）運輸業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 1,398 124 299 567 392 16 691 49.4%

燃え殻 1 0 1 0 0 0 0 0.0%

汚泥 197 0 60 24 106 7 24 12.0%

廃油 222 25 44 28 122 2 54 24.2%

廃酸 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

廃アルカリ 0

廃プラスチック 802 40 167 431 158 7 471 58.7%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 144 58 7 77 1 0 136 94.3%

ガラス・陶磁器くず 17 0 17 0 0 0 0 1.3%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 0

廃バッテリー 15 0 3 7 5 0 7 44.6%

廃自動車 0



10）小売業

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 19,773 10,150 2,714 3,967 642 2,300 14,117 71.4%

燃え殻 0

汚泥 320 0 113 21 185 1 21 6.6%

廃油 328 8 78 15 225 0 24 7.3%

廃酸 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

廃アルカリ 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

廃プラスチック 3,318 13 443 387 177 2,299 400 12.1%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 0

金属くず 272 15 23 233 1 0 247 91.0%

ガラス・陶磁器くず 44 0 6 37 1 0 37 84.5%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 0

廃家電品 1,189 0 868 269 51 0 269 22.6%

廃バッテリー 3 0 1 1 1 0 1 44.4%

廃自動車 14,300 10,114 1,183 3,003 0 0 13,117 91.7%



11）サービス業（医療関係）

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 1,436 24 332 95 984 1 119 8.3%

燃え殻 3 0 3 0 0 0 0 0.0%

汚泥 4 0 2 1 1 0 1 35.1%

廃油 15 0 1 0 14 0 0 1.1%

廃酸 300 23 75 9 192 0 32 10.8%

廃アルカリ 233 0 35 0 198 0 0 0.0%

廃プラスチック 228 1 94 77 56 0 78 34.3%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 1 0 0 0 0 0 0 36.4%

金属くず 12 0 5 7 0 0 7 57.9%

ガラス・陶磁器くず 31 0 25 0 6 0 0 0.4%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 610 0 93 0 517 0 0 0.0%

廃家電品 0

廃バッテリー 0

廃自動車 0



12）サービス業（その他）

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 14,452 6,695 2,419 4,613 717 9 11,308 78.2%

燃え殻 1 0 1 0 1 0 0 0.0%

汚泥 667 0 291 40 335 1 40 6.0%

廃油 307 8 56 52 190 2 59 19.4%

廃酸 164 22 38 5 98 1 27 16.3%

廃アルカリ 66 0 10 0 56 0 0 0.0%

廃プラスチック 3,346 0 1,050 2,263 30 3 2,263 67.6%

紙くず 0

木くず 0

繊維くず 0

動・植物残さ 0

ゴムくず 2 0 0 0 2 0 0 3.4%

金属くず 481 22 176 278 2 2 300 62.5%

ガラス・陶磁器くず 18 0 18 0 0 0 0 1.5%

鉱さい 0

がれき類 0

建築系混合廃棄物 0

廃石膏ボード 0

ばいじん 0

動物のふん尿 0

動物の死体 0

感染性廃棄物 2 0 0 0 1 0 0 0.0%

廃家電品 0

廃バッテリー 6 0 1 3 2 0 3 44.0%

廃自動車 9,392 6,643 777 1,972 0 0 8,615 91.7%



1）燃え殻

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 12,238 982 1,994 7,849 1,040 374 8,830 72.2%

農業 0

漁業

鉱業 73 0 0 73 0 0 73 100.0%

建設業 5 0 5 0 0 0 0 0.0%

食品製造業 1,210 267 243 326 0 374 593 49.0%

製造業（パルプ・紙） 2,070 585 830 655 0 0 1,241 59.9%

製造業（その他） 8,679 0 855 6,785 1,039 0 6,785 78.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 196 129 57 10 0 0 139 71.0%

運輸業 1 0 1 0 0 0 0 0.0%

小売業

サービス業（医療関係） 3 0 3 0 0 0 0 0.0%

サービス業（その他） 1 0 1 0 1 0 0 0.0%

2）汚泥

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 775,124 2,503 76,039 50,896 644,059 1,627 53,399 6.9%

農業

漁業 0

鉱業 100,845 0 6,946 6,777 87,072 49 6,777 6.7%

建設業 79,915 0 24,421 4,242 51,075 177 4,242 5.3%

食品製造業 258,078 2,238 29,777 16,632 209,432 1 18,869 7.3%

製造業（パルプ・紙） 12,292 205 1,705 630 9,751 0 835 6.8%

製造業（その他） 80,018 60 7,186 3,038 69,622 111 3,098 3.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 242,789 0 5,537 19,491 216,480 1,281 19,491 8.0%

運輸業 197 0 60 24 106 7 24 12.0%

小売業 320 0 113 21 185 1 21 6.6%

サービス業（医療関係） 4 0 2 1 1 0 1 35.1%

サービス業（その他） 667 0 291 40 335 1 40 6.0%

  資料）北海道環境生活部環境室廃棄物対策課『平成10年度 北海道産業廃棄物実態調査報告書』

    注1）表記の「0」は単位に満たないこと，ブランクは発生の事実がないことを示す．

    注2）①＝②+③+④+⑤+⑥，である．

    注3）再生利用量は，「自己中間処理後再生利用量」と「自己未処理自己再生利用量」，「委託中間処理後

       再生利用量」の和である．各々の詳細については資料の8頁を参照．

附表2  十勝地域における種類別の産業廃棄物発生量と再活用量

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



3）廃油

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 3,615 60 732 456 2,250 116 516 14.3%

農業

漁業

鉱業 17 1 3 4 8 0 6 33.3%

建設業 76 0 34 2 40 0 2 2.2%

食品製造業 469 0 103 34 332 0 35 7.4%

製造業（パルプ・紙） 42 0 1 1 40 0 1 1.5%

製造業（その他） 2,012 7 386 315 1,191 112 323 16.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 129 10 27 4 88 0 14 11.1%

運輸業 222 25 44 28 122 2 54 24.2%

小売業 328 8 78 15 225 0 24 7.3%

サービス業（医療関係） 15 0 1 0 14 0 0 1.1%

サービス業（その他） 307 8 56 52 190 2 59 19.4%

4）廃酸

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 3,595 45 956 137 2,455 2 182 5.1%

農業

漁業

鉱業

建設業 0

食品製造業 142 0 38 5 99 0 5 3.4%

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 2,977 0 801 118 2,058 0 118 4.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 12 0 3 0 7 1 0 2.9%

運輸業 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

小売業 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

サービス業（医療関係） 300 23 75 9 192 0 32 10.8%

サービス業（その他） 164 22 38 5 98 1 27 16.3%

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



5）廃アルカリ

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 580 0 74 58 448 0 58 10.0%

農業

漁業

鉱業

建設業

食品製造業 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 280 0 29 58 194 0 58 20.6%

電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

運輸業

小売業 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

サービス業（医療関係） 233 0 35 0 198 0 0 0.0%

サービス業（その他） 66 0 10 0 56 0 0 0.0%

6）廃プラスチック

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 19,836 272 8,144 6,170 2,711 2,539 6,442 32.5%

農業 1,978 0 1,214 39 522 203 39 2.0%

漁業 38 0 12 0 2 23 0 0.1%

鉱業 51 0 13 36 0 1 36 70.7%

建設業 3,021 0 2,339 492 189 1 492 16.3%

食品製造業 4,563 29 1,490 1,982 1,062 0 2,011 44.1%

製造業（パルプ・紙） 14 0 12 1 1 0 1 5.3%

製造業（その他） 2,442 189 1,286 452 513 2 641 26.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 35 0 26 9 1 0 9 26.2%

運輸業 802 40 167 431 158 7 471 58.7%

小売業 3,318 13 443 387 177 2,299 400 12.1%

サービス業（医療関係） 228 1 94 77 56 0 78 34.3%

サービス業（その他） 3,346 0 1,050 2,263 30 3 2,263 67.6%

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



7）紙くず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 2,230 379 368 181 1,301 0 560 25.1%

農業 0

漁業

鉱業

建設業 993 0 248 7 738 0 7 0.7%

食品製造業

製造業（パルプ・紙） 351 76 58 173 44 0 249 70.9%

製造業（その他） 886 303 62 2 519 0 305 34.4%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

8）木くず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 84,831 23,371 12,848 25,452 23,153 7 48,823 57.6%

農業

漁業 0

鉱業

建設業 24,176 902 11,211 2,076 9,981 7 2,977 12.3%

食品製造業

製造業（パルプ・紙） 5,430 90 212 8 5,119 0 99 1.8%

製造業（その他） 55,225 22,379 1,424 23,368 8,053 0 45,747 82.8%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



9）繊維くず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 786 0 261 1 525 0 1 0.1%

農業

漁業

鉱業

建設業 386 0 126 0 260 0 0 0.0%

食品製造業

製造業（パルプ・紙） 0

製造業（その他） 400 0 135 1 264 0 1 0.2%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

10）動・植物残さ

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 23,130 4,581 3,644 5,195 9,629 81 9,776 42.3%

農業

漁業 676 0 296 67 313 0 67 9.9%

鉱業

建設業

食品製造業 22,450 4,581 3,347 5,127 9,314 81 9,708 43.2%

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 4 0 1 1 2 0 1 33.3%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



11）ゴムくず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 101 37 60 1 2 0 38 37.9%

農業

漁業

鉱業

建設業 1 0 1 0 0 0 0 25.0%

食品製造業 19 0 19 0 0 0 0 1.2%

製造業（パルプ・紙） 0

製造業（その他） 78 37 40 0 0 0 37 48.0%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係） 1 0 0 0 0 0 0 36.4%

サービス業（その他） 2 0 0 0 2 0 0 3.4%

12）金属くず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 27,323 7,839 3,073 16,026 53 332 23,865 87.3%

農業

漁業

鉱業 489 1 486 1 0 0 2 0.5%

建設業 5,269 810 1,903 2,537 19 1 3,347 63.5%

食品製造業 506 73 328 95 10 0 168 33.2%

製造業（パルプ・紙） 93 92 0 1 0 0 93 99.9%

製造業（その他） 19,693 6,747 137 12,788 20 1 19,536 99.2%

電気・ガス・熱供給・水道業 365 21 8 8 0 327 29 7.9%

運輸業 144 58 7 77 1 0 136 94.3%

小売業 272 15 23 233 1 0 247 91.0%

サービス業（医療関係） 12 0 5 7 0 0 7 57.9%

サービス業（その他） 481 22 176 278 2 2 300 62.5%

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



13）ガラス・陶磁器くず

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 15,655 431 11,574 426 3,219 4 857 5.5%

農業

漁業 0

鉱業 163 0 163 0 0 0 0 0.0%

建設業 7,845 0 6,274 42 1,530 0 42 0.5%

食品製造業 770 292 370 10 98 0 302 39.2%

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 6,756 139 4,692 337 1,584 4 476 7.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 11 0 11 0 0 0 0 3.0%

運輸業 17 0 17 0 0 0 0 1.3%

小売業 44 0 6 37 1 0 37 84.5%

サービス業（医療関係） 31 0 25 0 6 0 0 0.4%

サービス業（その他） 18 0 18 0 0 0 0 1.5%

14）鉱さい

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 778 0 70 238 363 107 238 30.6%

農業

漁業

鉱業 0

建設業 30 0 30 0 0 0 0 0.0%

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 748 0 40 238 363 107 238 31.9%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



15）がれき類

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 345,896 0 46,544 282,690 16,067 595 282,690 81.7%

農業

漁業

鉱業

建設業 345,896 0 46,544 282,690 16,067 595 282,690 81.7%

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

16）建築系混合廃棄物

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 25,270 0 21,484 2,793 991 2 2,793 11.1%

農業

漁業

鉱業

建設業 25,270 0 21,484 2,793 991 2 2,793 11.1%

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



17）廃石膏ボード

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 954 0 948 0 6 0 0 0.0%

農業

漁業

鉱業

建設業 954 0 948 0 6 0 0 0.0%

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

18）ばいじん

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 4,549 88 3,645 745 71 0 833 18.3%

農業

漁業

鉱業

建設業

食品製造業 2 0 0 0 2 0 0 0.0%

製造業（パルプ・紙） 2,769 75 1,965 730 0 0 804 29.0%

製造業（その他） 1,778 13 1,680 16 69 0 29 1.6%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



19）動物のふん尿

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 5,202,819 0 0 2,588,845 88,697 2,525,277 2,588,845 49.8%

農業 5,202,819 0 0 2,588,845 88,697 2,525,277 2,588,845 49.8%

漁業 0

鉱業 0

建設業 0

食品製造業 0

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 0

電気・ガス・熱供給・水道業 0

運輸業 0

小売業 0

サービス業（医療関係） 0

サービス業（その他） 0

20）動物の死体

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 41,845 0 4,611 26,973 10,261 0 26,973 64.5%

農業 41,845 0 4,611 26,973 10,261 0 26,973 64.5%

漁業

鉱業

建設業

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



21）感染性廃棄物

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 612 0 93 0 519 0 0 0.0%

農業

漁業

鉱業

建設業

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業

サービス業（医療関係） 610 0 93 0 517 0 0 0.0%

サービス業（その他） 2 0 0 0 1 0 0 0.0%

22）廃家電品

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 1,189 0 868 269 51 0 269 22.6%

農業

漁業

鉱業

建設業

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業 1,189 0 868 269 51 0 269 22.6%

サービス業（医療関係）

サービス業（その他）

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）



23）廃バッテリー

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 25 0 6 11 8 0 11 44.3%

農業

漁業

鉱業 0 0 0 0 0 0 0 33.3%

建設業

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他） 1 0 0 1 0 0 1 44.4%

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業 15 0 3 7 5 0 7 44.6%

小売業 3 0 1 1 1 0 1 44.4%

サービス業（医療関係）

サービス業（その他） 6 0 1 3 2 0 3 44.0%

24）廃自動車

発生量 有価物量
最  終
処分量

再  生
利用量

減量化量
自己保管
その他量

再活用量 再活用率

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

：②＋④ ：⑦/①

合計 23,692 16,757 1,960 4,975 0 0 21,732 91.7%

農業

漁業

鉱業

建設業

食品製造業

製造業（パルプ・紙）

製造業（その他）

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

小売業 14,300 10,114 1,183 3,003 0 0 13,117 91.7%

サービス業（医療関係）

サービス業（その他） 9,392 6,643 777 1,972 0 0 8,615 91.7%

（単位：トン，％）

（単位：トン，％）




